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第１節 振替口座簿とその記録事項等 
 

内        容 備   考 

 

振替投資信託受益権の振替口座簿とその記録事項等の取扱いは、振替株式の振替口座簿とその記録事項等の

取扱いに準じて行うものとする。 

 

（業 273 条及び 274 条） 

※ 振替株式の振替口座簿とその記録事

項等の取扱いについては、第２章第１節

「振替口座簿とその記録事項等」を参

照。 

  

以上 
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第２節 銘柄情報の通知 

 

内        容 備   考 

 

１．銘柄情報の通知 

発行者は、新たに振替投資信託受益権について信託を設定する場合であって、当該振替投資信託受益権の

投資信託契約締結当初に係る新規記録を行う場合には、新規記録日の６営業日前までに、機構に対して、

Target 保振サイトにより、次に掲げる銘柄情報を通知する。 

 

（１）振替投資信託受益権の銘柄 

（２）投資信託契約締結当初の信託の元本の額及び振替投資信託受益権の総口数 

（３）受託会社の商号 

（４）委託者指図型投資信託の振替投資信託受益権にあっては、委託者の商号（当該委託者が適格投資家向

け投資運用業（金融商品取引法第29条の５第１項に規定する適格投資家向け投資運用業をいう。以下、こ

の章において同じ。）を行うことにつき同法第29条の登録を受けた金融商品取引業者（投資信託及び投資

法人に関する法律第２条第11項に規定する金融商品取引業者をいう。以下、この章において同じ。）であ

るときは、その旨を含む。） 

（５）振替投資信託受益権の口数 

（６）委託者非指図型投資信託にあっては、合同して運用する元本の総額及びこれに相当する口数 

（７）信託契約期間 

（８）信託の元本の償還及び収益の分配の時期及び場所 

（９）受託会社及び委託者の受ける信託報酬その他の手数料の計算方法並びにその支払の方法及び時期 

 （10）公募、適格機関投資家私募、特定投資家私募又は一般投資家私募の別 

（11）元本の追加信託をすることができる委託者指図型投資信託の振替投資信託受益権については、追加信

託をすることができる元本の限度額 

（12）委託者が運用の指図に係る権限を委託する場合においては、当該委託者がその運用の指図に係る権限  

を委託する者の商号又は名称（当該者が適格投資家向け投資運用業を行うことにつき金融商品取引法第29

条の登録を受けた金融商品取引業者であるときは、その旨を含む。）及び所在の場所 

（13） 受託会社が運用に係る権限を委託する場合においては、当該受託会社がその運用に係る権限を委託

する者の商号又は名称（当該者が適格投資家向け投資運用業を行うことにつき金融商品取引法第29条の登

録を受けた金融商品取引業者であるときは、その旨を含む。）及び所在の場所 

（14）(12)及び(13)の場合における委託に係る費用 

（15）委託者が運用の指図に係る権限を委託する場合又は受託会社が運用に係る権限を委託する場合におけ  

 

（業 275 条、施 353 条） 

※ 銘柄情報の通知に使用する書面は、機

構ホームページに掲載の書式（ST06-02）

を参照。 

※ 発行者は、銘柄情報の内容に変更が生

じる場合には、速やかに、変更後の銘柄

情報を機構に提出する。 

※ 当初の信託の元本の額及び振替投資

信託受益権の総口数について決定して

いない場合には、決定次第、速やかに、

機構へ通知する。 
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内        容 備   考 

 るその委託の内容 

（16）証券投資信託のうち、次に掲げるもの以外については、投資信託約款に定める買取り又は償還の価額

が当該信託の元本を下回ることとなる場合においても当該価額を超える価額によって買取り又は償還を

行うことはない旨の表示 

イ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 13条第２号イに規定する公社債投資信託 

ロ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 13条第２号ロに規定する親投資信託 

ハ 前イ及びロに掲げるもののほか、その設定当初の投資信託約款に別段の定めのあるもの 

（17）振替投資信託受益権の銘柄コード 

 

以上 
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第３節 新規記録手続 

 
内        容 備   考 

 

１．新規上場時における取扱い 

 

 

（１）発行者の事前手続 

発行者が、新たに発行する投資信託受益権について、振替投資信託受益権として、機構での取扱いに

同意する場合には、金融商品取引所から上場承認を受けるまでに、機構に対して、その旨の連絡を行う。 

 

 

（業 276 条、276 条の２、276 条の３、施

354 条及び 354 条の２） 

 

 

※ 連絡の際には、発行する投資信託受益

権の概要を、併せて通知する。 

 

（２）発行者による同意書の提出又は決定事項等の通知 

  ａ 発行者が株式等振替制度において初めて振替投資信託受益権を発行する場合 

発行者は、金融商品取引所から上場承認が公表された日に、機構に対して、振替投資信託受益権に係 

る同意書を提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ ａ以外の場合 

発行者は、原則として金融商品取引所から上場承認が公表された日に、機構に対して、Target保振サ

イトにより、振替投資信託受益権の発行を決定した旨を通知しなければならない。 

 

 

※ 発行者は、ａの同意書の提出又はｂの

通知の後に振替投資信託受益権を発行

しないこととなったときは、直ちに、機

構に対し、書面又は Target 保振サイト

により、その旨を通知する。 

※ 同意書の提出については、第１章第１

節「機構取扱対象株式等」を参照。 

※ 同意は、将来設定される振替投資信託

受益権も含めた包括的な同意とし、一度

同意書を提出した発行者は、その後の振

替投資信託受益権について同意書の提

出を行う必要はない。 

 

※ 通知については、第１章第２節「発行

者の決定事項等の通知」別紙１－２－

６を参照。 

 

（３）機構による機構加入者及び間接口座管理機関への通知 

機構は、発行者から（２）の提出又は通知を受領したときは、当初設定日の５営業日前に、機構加入  

者及び間接口座管理機関に対し、Target 保振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 銘柄コード 

② 銘柄名 
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内        容 備   考 

③ 発行者 

④ 受託会社（原受託） 

⑤ 受託会社（再信託受託） 

⑥ 受益者名簿管理人 

⑦ 対象指数 

⑧ 当初設定日 

⑨ 計算期間終了日 

⑩ 売買単位 

⑪ 販売会社 

⑫ 上場金融商品取引所 

⑬ 上場日 

⑭ その他機構が定める事項 

 

２．新規記録の取扱い 

 

 

（１）機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（新規記録の早期化の条件を満たさない場合） 

ａ 機構加入者による信託財産の拠出 

振替投資信託受益権の販売会社である機構加入者（以下、この節において「機構加入者」という。）

が、信託財産として機構取扱対象株式等を拠出し、新たに信託が設定される場合には、機構加入者は、

新規記録日の前営業日までに、機構に対して、受託会社を振替先とする機構取扱対象株式等に係る先日

付/前日振替請求を行う。 

 

※ 処理フローについては、参考１参照。 

※ 信託財産の一部として、機構取扱対象

株式等以外の財産（金銭）を拠出する

場合には、機構加入者は、新規記録日

の午後１時までに、発行者の設定用口

座に着金するよう当該財産の拠出を行

う。 

※ 入金口座を誤った場合には、機構加入

者において、組戻処理等が必要となる。 

 

ｂ 発行者による新規記録情報通知 

発行者は、新たに信託が設定される場合には、機構に対して「新規記録情報通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日の午前９時から午前 10 時 30 分まで 

 

 

※ 同一銘柄の新規記録に際して、受益者

となるべき加入者が複数となる場合に

は、発行者は受益者ごとに「新規記録

情報通知」を通知する。 
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内        容 備   考 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

② 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行う口数 

⑤ 新規記録日 

  ⑥ その他機構が定める事項 

 

ｃ 発行口への記録 

機構は、発行者からｂの「新規記録情報通知」を受けた場合には、直ちに「新規記録情報通知」の内 

容に基づき、発行口への記録を行う。 

 

※ 発行口は、新規記録内容を一時的に記

録する便宜的な口座であって、振替口

座簿中の口座ではない。 

ｄ 発行口記録情報の通知 

機構は、ｃの発行口への記録を行った場合には、発行者、機構加入者及び受託会社に対して、「発行 

口記録情報通知」を以下のとおり通知する。 

 

（ａ）通知手段 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

※ 発行者、機構加入者及び受託会社は、

「発行口記録情報通知」のほか、新規記

録に係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ

端末の「新規記録・抹消（交換）状況一

覧」により確認することができる。 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統

合Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

（ｂ）取扱時間 

   発行口記録後直ちに 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託設定済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 
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内        容 備   考 

④ 銘柄コード 

⑤ 発行口に記録した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

⑨ 新規記録日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

ｅ 発行口記録情報通知の確認 

発行者、機構加入者及び受託会社は、ｄの「発行口記録情報通知」を受けた場合には、新規記録日の 

午前 10 時 30 分までに、「発行口記録情報通知」の内容を確認し、新規記録を行う内容と相違がないか 

の確認を行う。なお、確認は、ｆの「信託設定済通知」が通知されるまでに行う必要がある。 

※ 発行者は、「発行口記録情報通知」の

内容に相違があった場合には、速やか

に通知済の「新規記録情報通知」を取

り消し、改めて、ｂの「新規記録情報

通知」の通知を行う。 

※ 機構加入者及び受託会社は、「発行口

記録情報通知」の確認の結果、内容に

相違がある場合には、速やかに発行者

に対して連絡を行う。 

※ 発行者が、止むを得ず新規記録日の午

前 10 時 30 分以降に「新規記録情報通

知」の取消し及び再通知を行う必要が

ある場合には、発行者は、あらかじめ、

機構、機構加入者及び受託会社に対し

て連絡を行った上で、「新規記録情報通

知」の取消し及び再通知を行う。 

 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ａにて機構加入者から拠出された機構取扱対象株式等の受領及びｅの「発行口記録情報 

通知」の内容の確認後、機構に対し、「信託設定済通知」を通知する。 

 

  （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日の午前９時から午後３時 30 分まで 

※ 機構加入者から、信託財産の一部とし

て、機構取扱対象株式等以外の財産（金

銭）が拠出される場合には、受託会社

は、発行者から送付される設定連絡表

をあわせて確認する。 

※ 受託会社は、新規記録日の午前 10 時

30 分以前に「信託設定済通知」を通知

する場合には、あらかじめ発行者及び

機構加入者に対して、「信託設定済通
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内        容 備   考 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

知」の通知を行う旨の連絡を行う。 

※ 受託会社が、午後３時 30分までに「信

託設定済通知」を通知しなかった場合

には、機構は、発行口の記録を消去す

る。 

ｇ 振替口座簿への記録 

機構は、受託会社からｆの「信託設定済通知」を受けたときは、直ちに、振替口座簿に増加の記録を

行うとともに、発行口の記録を消去する。 

 

 

ｈ 新規記録済通知 

機構は、振替口座簿に増加記録を行った処理結果として、発行者、機構加入者及び受託会社に対し、 

「新規記録済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統

合Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録後直ちに 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

② 新規記録を行った口座の機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行った口数 
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内        容 備   考 

⑤ 新規記録日 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ 進捗ステータス（発行済） 

 

ｉ 処理結果の通知 

機構は、新規記録の処理結果として、発行者、機構加入者及び受益者名簿管理人に対して、以下のデ 

ータを通知する。 

 

 

（ａ） 発行者への通知 

ア 通知手段 

  統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

イ 取扱時間 

  新規記録日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

  「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

（ｂ）機構加入者への通知 

ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

  イ 取扱時間 

    新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

  ウ 配信データ 

    「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

 

 

 

（ｃ）受益者名簿管理人への通知 

  ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 帳表ファイル（機構加入者別口座残高

表及び機構加入者別口座処理明細表）

は、通常、機構加入者が残高照合手続

に用いるものと同様とする。 
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内        容 備   考 

 

  イ 取扱時間 

    新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

  ウ 配信データ 

    「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

 

 

 

 

※ 口座処理結果ファイル（処理明細）は、

通常、振替株式の発行者が残高照合手

続に用いるものと同様とする。 

 

（２）機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（新規記録の早期化の条件を満たす場合） 

ａ 機構加入者による信託財産の拠出 

機構加入者が、信託財産として機構取扱対象株式等を拠出し、新たに信託が設定される場合には、機

構加入者は、新規記録日の前営業日までに、機構に対して、受託会社を振替先とする機構取扱対象株式

等に係る先日付/前日振替請求を行う。 

 

 

※ 処理フローについては、参考２参照。 

※ 新規記録の早期化の条件等について

は、参考１２参照。 

※ 信託財産の一部として、機構取扱対象

株式等以外の財産（金銭）を拠出する

場合には、機構加入者は、新規記録日

の午前 10時までに、発行者の設定用口

座に着金するよう当該財産の拠出を行

う。 

※ 入金口座を誤った場合には、機構加入

者において、組戻処理等が必要となる。 

※ 信託財産としての機構取扱対象株式

等の拠出は、午前 10時 30 分までに振替

を完了させる必要がある。 

 

ｂ 発行者による新規記録情報通知 

発行者は、新たに信託が設定される場合には、機構に対して「新規記録情報通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日の午前９時から午前 10 時 30 分まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

 

※ 同一銘柄の新規記録に際して、受益者

となるべき加入者が複数となる場合に

は、発行者は受益者ごとに「新規記録情

報通知」を通知する。 
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内        容 備   考 

② 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行う口数 

⑤ 新規記録日 

  ⑥ その他機構が定める事項 

 

ｃ 発行口への記録 

機構は、発行者からｂの「新規記録情報通知」を受けた場合には、直ちに「新規記録情報通知」の内 

容に基づき、発行口への記録を行う。 

 

※ 発行口は、新規記録内容を一時的に記

録する便宜的な口座であって、振替口座

簿中の口座ではない。 

ｄ 発行口記録情報の通知 

機構は、ｃの発行口への記録を行った場合には、発行者、機構加入者及び受託会社に対して、「発行 

口記録情報通知」を以下のとおり通知する。 

 

（ａ）通知手段 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

※ 発行者、機構加入者及び受託会社は、

「発行口記録情報通知」のほか、新規記

録に係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ

端末の「新規記録・抹消（交換）状況一

覧」により確認することができる。 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統

合Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

（ｂ）取扱時間 

発行口記録後直ちに 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託設定済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 発行口に記録した口数 
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内        容 備   考 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

⑨ 新規記録日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

ｅ 発行口記録情報通知の確認 

発行者、機構加入者及び受託会社は、ｄの「発行口記録情報通知」を受けた場合には、新規記録日の 

午前 10 時 30 分までに、「発行口記録情報通知」の内容を確認し、新規記録を行う内容と相違がないか 

の確認を行う。なお、確認は、ｆの「信託設定済通知」が通知されるまでに行う必要がある。 

※ 発行者は、「発行口記録情報通知」の

内容に相違があった場合には、速やか

に通知済の「新規記録情報通知」を取

り消し、改めて、ｂの「新規記録情報

通知」の通知を行う。 

※ 機構加入者及び受託会社は、「発行口

記録情報通知」の確認の結果、内容に

相違がある場合には、速やかに発行者

に対して連絡を行う。 

※ 発行者が、やむを得ず新規記録日の午

前 10 時 30 分以降に「新規記録情報通

知」の取消し及び再通知を行う必要が

ある場合には、発行者は、あらかじめ、

機構、機構加入者及び受託会社に対し

て連絡を行った上で、「新規記録情報通

知」の取消し及び再通知を行う。 

 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ａにて機構加入者から拠出された機構取扱対象株式等の受領及びｅの「発行口記録情報 

通知」の内容の確認後、機構に対し、「信託設定済通知」を通知する。 

 

  （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日の午前９時から午前 12 時（正午）まで 

 

（ｃ）通知事項 

※ 発行者は、午前 11 時までに設定連絡

表を受託会社に送付する必要がある。 

※ 機構加入者から、信託財産の一部とし

て、機構取扱対象株式等以外の財産（金

銭）が拠出される場合には、受託会社

は、発行者から送付される設定連絡表

をあわせて確認する。 

※ 受託会社は、新規記録日の午前 10 時

30 分以前に「信託設定済通知」を通知

する場合には、あらかじめ発行者及び

機構加入者に対して、「信託設定済通
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内        容 備   考 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

知」の通知を行う旨の連絡を行う。 

※ 受託会社は、午前 10時 30 分までに設

定資産である機構取扱対象株式等の振

替の確認ができたもので、かつ、午前

11 時までに発行者から「設定連絡表」

を受領したものに限り、午前 12 時（正

午）までに「信託設定済通知」を送信

する。 

※ 受託会社が、午後３時 30分までに「信

託設定済通知」を通知しなかった場合

には、機構は、発行口の記録を消去す

る。 

 

ｇ 振替口座簿への記録 

機構は、受託会社からｆの「信託設定済通知」を受けたときは、直ちに、振替口座簿に増加の記録を

行うとともに、発行口の記録を消去する。 

 

 

ｈ 新規記録済通知 

機構は、振替口座簿に増加記録を行った処理結果として、発行者、機構加入者及び受託会社に対し、 

「新規記録済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統

合Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録後直ちに 
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内        容 備   考 

 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

② 新規記録を行った口座の機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行った口数 

⑤ 新規記録日 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ 進捗ステータス（発行済） 

 

 

ｉ 処理結果の通知 

機構は、新規記録の処理結果として、発行者、機構加入者及び受益者名簿管理人に対して、以下のデ 

ータを通知する。 

 

 

（ａ）発行者への通知 

ア 通知手段 

  統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

イ 取扱時間 

  新規記録日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

  「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

（ｂ）機構加入者への通知 

ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

  イ 取扱時間 

    新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

  ウ 配信データ 

    「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 帳表ファイル（機構加入者別口座残高

表及び機構加入者別口座処理明細表）
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内        容 備   考 

 

 

 

（ｃ）受益者名簿管理人への通知 

  ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

  イ 取扱時間 

    新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

  ウ 配信データ 

    「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

は、通常、機構加入者が残高照合手続

に用いるものと同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 口座処理結果ファイル（処理明細）は、

通常、振替株式の発行者が残高照合手

続に用いるものと同様とする。 

 

（３）機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（ＪＳＣＣが債務の引受けを行う場合）  

ａ ＪＳＣＣによる機構取扱対象株式等及び振替投資信託受益権の振替請求 

ＪＳＣＣの清算参加者である機構加入者が信託財産として機構取扱対象株式等を拠出し、新たに信託

が設定される場合であって、ＪＳＣＣが発行者及び機構加入者の間の当該設定に係る債務の引受けを行

うときは、ＪＳＣＣは、新規記録日の前営業日の午前３時から午後８時までの間に、機構に対して、以

下の振替請求を行う。 

 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする機構取扱対象株式等に係る「渡方振

替請求（市場取引）」 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/受託会社を振替先とする機構取扱対象株式等に係る「受方振替

請求（市場取引）」 

③ＪＳＣＣ（設定用口座）を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権に

係る「渡方振替請求（市場取引）」 

④ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/機構加入者を振替先とする振替投資信託受益権に係る「受方振

替請求（市場取引）」 

※ ここでは、以下のケースを想定してい

る。 

 信託財産として、機構取扱対象株式

等と機構取扱対象株式等以外の財産

（金銭）の拠出がある 

※ 実際の決済では、機構加入者とＪＳＣ

Ｃ間の授受は、ＪＳＣＣにおける他の

取引とのネッティングにより受方・渡

方が決まることになる。 

※ 処理フローについては、参考３参照。 

※ 振替投資信託受益権の設定に係るＪ

ＳＣＣの清算については、ＪＳＣＣの

「株式等のＤＶＰ決済事務処理要領」

及び「ＥＴＦ設定・交換決済事務処理

要領（ＥＴＦ特別清算参加者・登録信

託銀行向け）」参照。 

※ 振替請求（市場取引）については、第

２章第３節２．例外的な手続（１）「指

定証券取引清算機関の対象取引の決済
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内        容 備   考 

に係る振替の取扱い」参照。 

 

ｂ 発行者による新規記録情報通知 

発行者は、新たに信託が設定される場合には、機構に対して「新規記録情報通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日前営業日の午前９時から午後３時３０分まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

② 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行う口数 

⑤ 新規記録日 

⑥ その他機構が定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 左記②にはＪＳＣＣの指定する口座

（ＪＳＣＣ（設定用口座））を設定する。 

ｃ 発行口への記録 

機構は、発行者からｂの「新規記録情報通知」を受けた場合には、直ちに「新規記録情報通知」の内

容に基づき、発行口への記録を行う。 

 

※ 発行口は、新規記録内容を一時的に記

録する便宜的な口座であって、振替口

座簿中の口座ではない。 

ｄ 発行口記録情報の通知 

機構は、ｃの発行口への記録を行った場合には、発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社に対して、「発行口

記録情報通知」を以下のとおり通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末 

 

（ｂ）取扱時間 

   発行口記録後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

※ 発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社は、「発

行口記録情報通知」のほか、新規記録

に係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ

端末の「新規記録・抹消（交換）状況

一覧」により確認することができる。 
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内        容 備   考 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託設定済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 発行口に記録した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 新規記録をすべき口座に係る機構加入者コード 

⑨ 新規記録日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

ｅ 発行口記録情報通知の確認 

発行者及び受託会社は、ｄの「発行口記録情報通知」を受けた場合には、「発行口記録情報通知」の

内容を確認し、新規記録を行う内容と相違がないかの確認を行う。なお、確認は、ｆの「信託設定済通

知」が通知されるまでに行う必要がある。 

※ 発行者は、「発行口記録情報通知」の

内容に相違があった場合には、速やか

に通知済の「新規記録情報通知」を取

り消し、改めて、ｂの「新規記録情報

通知」の通知を行う。 

※ 受託会社は、「発行口記録情報通知」

の確認の結果、内容に相違がある場合

には、速やかに発行者に対して連絡を

行う。 

 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ＪＳＣＣの定めるところにより、新規記録日の午前 9時以降速やかに、機構に対し、「信

託設定済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   ＪＳＣＣの定める時間帯（新規記録日の午前９時から午後 1時まで） 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

※ 受託会社が、新規記録日の午後３時

30 分までに「信託設定済通知」を通知

しなかった場合には、機構は、発行口

の記録を消去する。 

 

 

 

※ 機構システム上の取扱時間は新規記

録日の午前９時から午後３時 30分まで 
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内        容 備   考 

③ 銘柄コード 

 

ｇ 振替口座簿への記録 

機構は、受託会社からｆの「信託設定済通知」を受けたときは、直ちに、振替口座簿に増加の記録を

行うとともに、発行口の記録を消去する。 

 

※ 振替投資信託受益権は、ＪＳＣＣ（設

定用口座）に新規記録される。 

ｈ 新規記録済通知 

機構は、振替口座簿に増加記録を行った処理結果として、発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社に対し、「新

規記録済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末 

 

（ｂ）取扱時間 

新規記録後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

① 委託会社コード 

② 新規記録を行った口座の機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 新規記録を行った口数 

⑤ 新規記録日 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ 進捗ステータス（発行済） 

⑧ その他機構が定める事項 

 

 

ｉ 機構取扱対象株式等及び振替投資信託受益権の振替 

機構は、aの振替請求に基づき、①から④の振替を実行し、機構加入者、ＪＳＣＣ（設定用口座分）

及び受託会社に対し、振替済通知を通知する。 

 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする機構取扱対象株式等の振替 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/受託会社を振替先とする機構取扱対象株式等の振替 

③ＪＳＣＣ（設定用口座）を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権の

振替 

※ 機構加入者は、ＪＳＣＣの定めるとこ

ろにより、左記①の口座振替が実行さ

れるように対処する。 

※ 午後１時に行われるネットデビット

処理において左記②の口座振替は実行

される。ＪＳＣＣは当該振替が実行さ

れるように現金差入担保入金通知を通

知する。 
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④ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/機構加入者を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

 

（ａ）通知手段 

ア 機構加入者への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

イ ＪＳＣＣ（設定用口座分）への通知 

統合Ｗｅｂ端末 

ウ 受託会社への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

（ｂ）取扱時間 

   振替の実行後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

① 口座残高増減区分 

② 相手方機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 振替数量 

⑤ メッセージ 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ その他機構が定める事項 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者及び受託会社に

対しては、統合Ｗｅｂ端末のみの通知

となる。 

ｊ 金銭の拠出 

機構加入者はＪＳＣＣに対し、金銭の拠出をＪＳＣＣの定める時限（新規記録日の午後１時、追加支

払いが発生した場合は午後２時 15 分）までに行う。その後、ＪＳＣＣは受託会社に対し金銭の拠出を

行う（新規記録日の午後２時 45 分以降）。 

 

 

ｋ 処理結果の通知 

機構は、新規記録の処理結果として、発行者、ＪＳＣＣ及び受益者名簿管理人に対して、以下のデー

タを通知する。 

 

（ａ）発行者への通知 

ア 通知手段 

     統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 
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内        容 備   考 

 

イ 取扱時間 

     新規記録日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

     「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

（ｂ）ＪＳＣＣへの通知 

ア 通知手段 

     ファイル伝送 

 

イ 取扱時間 

     新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

     「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

（ｃ）受益者名簿管理人への通知 

ア 通知手段 

     ファイル伝送 

 

イ 取扱時間 

     新規記録日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

     「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 帳表ファイル（機構加入者別口座残高

表及び機構加入者別口座処理明細表）

は、通常、機構加入者が残高照合手続

に用いるものと同様とする。 

 

 

 

 

 

 

※ 口座処理結果ファイル（処理明細）は、

通常、振替株式の発行者が残高照合手

続に用いるものと同様とする。 

  

（４）機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）のみの拠出によって新規記録される場合（新規記録の早期化

の条件を満たさない場合） 

   振替投資信託受益権が新規記録される際に、信託財産として、機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）

のみが拠出される場合の処理は、（１）「機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（新規

記録の早期化の条件を満たさない場合）」の処理と同様となるが、（１）ａ及びｆについては、以下のと

おり行う。 

※ 処理フローについては、参考４参照。 
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内        容 備   考 

 

ａ 機構加入者による信託財産の拠出 

    機構加入者が、発行者に対し、機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）のみを拠出し、新たに信託が

設定される場合には、機構加入者は、新規記録日の午後１時までに、発行者の設定用口座に着金するよ

う当該財産の拠出を行う。 

 

 

※ 入金口座を誤った場合には、機構加入

者において、組戻処理等が必要となる。 

 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ａにて機構加入者から拠出された機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）の受領及びｅ

の「発行口記録情報通知」の内容の確認後、機構に対し、「信託設定済通知」を通知する。 

 

  （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

 新規記録日の午前９時から午後３時 30 分まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

※ 受託会社は、新規記録日の午前 10 時

30 分以前に「信託設定済通知」を通知

する場合には、あらかじめ発行者及び

機構加入者に対して、「信託設定済通

知」の通知を行う旨の連絡を行う。 

※ 受託会社が、午後３時 30分までに「信

託設定済通知」を通知しなかった場合に

は、機構は、発行口の記録を消去する。 

（５）機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）のみの拠出によって新規記録される場合（新規記録の早期化 

の条件を満たす場合） 

   振替投資信託受益権が新規記録される際に、信託財産として、機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）

のみが拠出される場合の処理は、（２）「機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（新規

記録の早期化の条件を満たす場合）」の処理と同様となるが、（２）ａ及びｆについては、以下のとおり

行う。 

 

ａ 機構加入者による信託財産の拠出 

    機構加入者が、発行者に対し、機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）のみを拠出し、新たに信託が

設定される場合には、機構加入者は、新規記録日の午前 10 時までに、発行者の設定用口座に着金する

よう当該財産の拠出を行う。 

 

※ 処理フローについては、参考５参照。 

※ 新規記録の早期化の条件等について

は、参考１２参照。 

 

 

 

 

※ 入金口座を誤った場合には、機構加入

者において、組戻処理等が必要となる。 
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内        容 備   考 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ａにて機構加入者から拠出された機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）の受領及びｅ

の「発行口記録情報通知」の内容の確認後、機構に対し、「信託設定済通知」を通知する。 

 

  （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

 新規記録日の午前９時から午前 12 時（正午）まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

※ 発行者は、午前 11 時までに設定連絡

表を受託会社に送付する必要がある。 

※ 受託会社は、新規記録日の午前 10 時

30 分以前に「信託設定済通知」を通知

する場合には、あらかじめ発行者及び

機構加入者に対して、「信託設定済通

知」の通知を行う旨の連絡を行う。 

※ 受託会社は、午前 11 時までに発行者

から「設定連絡表」を受領したものに

限り、午前 12 時（正午）までに「信託

設定済通知」を送信する。 

※ 受託会社が、午後３時 30分までに「信

託設定済通知」を通知しなかった場合に

は、機構は、発行口の記録を消去する。 

（６）機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）のみの拠出によって新規記録される場合（ＪＳＣＣが債務の

引受けを行う場合） 

振替投資信託受益権が新規記録される際に、信託財産として、機構取扱対象株式等以外の財産（金

銭）のみが拠出される場合であって、ＪＳＣＣが発行者及び機構加入者の間の設定に係る債務の引受

けを行うときの処理は、（３）「機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（ＪＳＣＣが

債務の引受けを行う場合）」の処理と同様となるが、（３）ａ及び iについては、以下のとおり行う。 

 

ａ ＪＳＣＣによる振替投資信託受益権の振替請求 

ＪＳＣＣの清算参加者である機構加入者が、信託財産として機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）

のみを拠出し、新たに信託が設定される場合であって、ＪＳＣＣが発行者及び機構加入者の間の当該設

定に係る債務の引受けを行うときは、ＪＳＣＣは、新規記録日の前営業日の午前３時から午後８時まで

の間に、機構に対して、以下の振替請求を行う。 

①ＪＳＣＣ（設定用口座）を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権に

係る「渡方振替請求（市場取引）」 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/機構加入者を振替先とする振替投資信託受益権に係る「受方振

替請求（市場取引）」 

※ ここでは、以下のケースを想定してい

る。 

 信託財産として、機構取扱対象株式

等以外の財産（金銭）のみが拠出さ

れる 

※ 処理フローについては、参考６参照。 

 

※ 実際の決済では、機構加入者とＪＳＣ

Ｃ間の授受は、ＪＳＣＣにおける他の

取引とのネッティングにより受方・渡

方が決まることになる。 

※ 振替投資信託受益権の設定に係るＪ

ＳＣＣの清算については、ＪＳＣＣの

「株式等のＤＶＰ決済事務処理要領」

及び「ＥＴＦ設定・交換決済事務処理

要領（ＥＴＦ特別清算参加者・登録信

託銀行向け）」参照。 

※ 振替請求（市場取引）については、第
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２章第３節２．例外的な手続（１）「指

定証券取引清算機関の対象取引の決済

に係る振替の取扱い」参照。 

ｉ 振替投資信託受益権の振替 

機構は、aの振替請求に基づき、①から②の振替を実行し、機構加入者及びＪＳＣＣ（設定用口座分）

に対し、振替済通知を通知する。 

 

①ＪＳＣＣ（設定用口座）を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権の

振替 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/機構加入者を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

 

（ａ）通知手段 

ア 機構加入者への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

イ ＪＳＣＣ（設定用口座分）への通知 

統合Ｗｅｂ端末 

（ｂ）取扱時間 

振替の実行後直ちに 

（ｃ）通知事項 

① 口座残高増減区分 

② 相手方機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 振替数量 

⑤ メッセージ 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ その他機構が定める事項 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統

合Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

（７）信託の併合により消滅すべき受益権（無記名受益権を除く。）が振替投資信託受益権でない場合にお

いて、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合 

信託の併合により消滅すべき振替投資信託受益権でない受益権が無記名受益権でない場合におい

て、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合の

処理は、第２章第２節「新規記録手続」第４「募集以外の事由による振替株式の発行等」８．「合併等

の対価として消滅会社等（その株式が振替株式でないものに限る。）の株主に対して交付される振替株
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式」別紙２－２－１「合併等において非振替株式に振替株式を割り当てる場合の手続」１－１．「吸収

合併」の処理に準じる。ただし、（７）cを除く。 

なお、信託の併合により消滅する受益権について、公示催告手続（非訟事件手続法（平成 23 年法律

第 51 号）第 100 条に規定する公示催告手続をいう。）が行われている受益証券に係るものがあるとき

は、発行者は、当該受益証券の除権決定（非訟事件手続法（平成 23 年法律第 51 号）第 106 条第１項

に規定する除権決定をいう。）がされた日の翌営業日以後の日に新規記録通知をする。 

 

 

（８）信託の併合により消滅すべき受益権（無記名受益権に限る。）が振替投資信託受益権でない場合にお

いて、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合 

信託の併合により消滅すべき振替投資信託受益権でない受益権が無記名受益権である場合におい

て、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合の

処理は、（１）「機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合（新規記録の早期化の条件を

満たさない場合）」の処理に準じる。ただし、（１）aを除き、fは以下のとおりとする。 

 

 

ｆ 受託会社による信託設定済通知 

受託会社は、ｅの「発行口記録情報通知」の内容の確認後、機構に対し、「信託設定済通知」を通知

する。 

 

  （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

   新規記録日の午前９時から午後３時 30 分まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 受託会社コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

※ 受託会社は、新規記録日の午前 10 時

30 分以前に「信託設定済通知」を通知

する場合には、あらかじめ発行者及び

機構加入者に対して、「信託設定済通

知」の通知を行う旨の連絡を行う。 

※ 受託会社が、午後３時 30分までに「信

託設定済通知」を通知しなかった場合に

は、機構は、発行口の記録を消去する。 
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 5－3－22 

内        容 備   考 

３．追加設定時における新規記録の取扱い 

既に、機構において取り扱っている銘柄に係る振替投資信託受益権の追加設定に伴う新規記録の取扱いに 

ついては、２．「新規記録の取扱い」（１）～（６）と同様となる。 

 

 以 上 
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 5－4－1 

第４節 振替手続 
 

内        容 備   考 

 

振替投資信託受益権の振替手続の取扱いは、振替株式の振替手続の取扱いに準じて行うものとする。 

 

 

（業 277 条、施 355 条） 

※ 振替株式の振替手続については、第２

章第３節「振替手続」を参照。ただし、

振替株式における登録株式質に係る取

扱いを除く。 

  

以上 
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第５節 抹消手続 

 

内        容 備   考 

１．交換時抹消 

（１）機構取扱対象株式等と交換される場合 

  ａ 機構加入者による交換時抹消予定情報の通知 

    機構が振替機関として交換（受益者の請求によりその振替投資信託受益権をその信託財産と交換する

ことをいう。以下同じ。）に係る抹消（以下この節において「交換時抹消」という。）を行う場合におい

て、機構加入者が当該交換を自らのために行うとき又は加入者から交換に係る委任を受けたときは、機

構加入者は、抹消日の前営業日に機構に対して、交換時抹消により減少記録される振替投資信託受益権

の情報として「交換時抹消予定情報通知」を通知する。 

     

（ａ）通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

抹消日の前営業日の午前９時から午後２時 30 分まで 

 

（ｃ）通知事項 

① 機構加入者コード 

② 銘柄コード 

③ 抹消を行う口数 

④ 抹消日 

⑤ その他機構が定める事項 

 

 

（業 277 条の２、施 355 条の２） 

※ 処理フローについては、参考７参照 

※ 「交換時抹消予定情報通知」は、振替

投資信託受益権が抹消される機構加入

者の区分口座に抹消予定口数以上の残

高が記録されている場合のみ受付可能

とする。 

※ 交換時抹消予定情報通知は、交換を行

う加入者ごとに通知するものとする。 

※  機構加入者は、「交換時抹消予定情報

通知」の取消しを行う場合には、機構、

発行者及び受託会社に対して事前に連

絡を行った上で取消しを行う。ただし、

原則、左記の取扱時間以降の取消しは

不可とする。 

 

  ｂ 抹消口への記録 

機構は、機構加入者からａの「交換時抹消予定情報通知」を受けた場合には、直ちに、その内容に基

づき、抹消口への記録を行う。 

（業 277 条の３第１項、施 355 条の３） 

※ 「交換時抹消予定情報通知」により抹

消口へ記録された残高は、記録後、振替

の対象とすることができない。 

 

  ｃ 抹消口記録情報の通知 

    機構は、ｂの抹消口への記録を行った場合には、発行者、機構加入者及び受託会社に対して、抹消

口記録情報として「抹消済通知（抹消口記録）」を以下のとおり通知する。 

 

（ａ）通知手段 

※ 発行者、機構加入者及び受託会社は、

「抹消済通知（抹消口記録）」の他、抹

消に係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ

端末の「新規記録・抹消（交換）状況一

覧」により確認することができる。 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）



 

 5－5－2 

内        容 備   考 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者へは統合Ｗｅｂ

端末のみの通知となる。 

 

 

（ｂ）取扱時間 

  抹消口記録後直ちに 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託財産振替済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 抹消口に記録した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

⑨ 抹消日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

 

ｄ 抹消口記録情報の確認 

発行者、機構加入者及び受託会社は、cの「抹消済通知（抹消口記録）」を受けた場合には、抹消日      

の前営業日の午後２時 30 分までに、「抹消済通知（抹消口記録）」の内容を確認し、抹消を行う内容と

相違がないかの確認を行う。 

※ 機構加入者は、「抹消済通知（抹消口

記録）」の内容に相違があった場合には、

抹消日の前営業日の午後２時 30 分まで

に通知済の「交換時抹消予定情報通知」

を取り消した上で、機構に対し、あらた

めて、ａの「交換時抹消予定情報通知」

の通知を行う。機構加入者が、「交換時

抹消予定情報通知」の取消しを行う場合

には、事前に発行者及び受託会社に対し
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 5－5－3 

内        容 備   考 

て連絡を行う。 

※ 発行者及び受託会社は、「抹消済通知

（抹消口記録）」の確認の結果、内容に

相違がある場合には、速やかに機構加入

者に対して連絡を行う。 

※ 機構加入者が、やむを得ず抹消日の前

営業日の午後２時 30 分以降に「交換時

抹消予定情報通知」の取消し及び再通知

を行う必要がある場合には、機構加入者

は、あらかじめ、機構、発行者及び受託

会社に対して連絡を行った上で、同日の

午後３時 30 分までに通知の取消し及び

再通知を行う。 

 

  ｅ 受託会社による機構取扱対象株式等の振替 

受託会社は、ｄの「抹消済通知（抹消口記録）」の内容の確認後、機構に対して、抹消日の前営業日   

までに、交換を行う機構加入者を振替先とする機構取扱対象株式等に係る先日付/前日振替請求を行う。 

 

（業 277 条の３第２項、施 355 条の４） 

 

  ｆ 機構加入者による交換時抹消の申請 

機構加入者は、ｅにて受託会社から振り替えられた機構取扱対象株式等の受領を確認し、機構に対し  

て、「信託財産振替済通知（抹消申請）」を通知する。 

 

 （ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

  抹消日の午前９時から午後３時 30分まで 

 

 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

（業 277 条の４） 

 

 

 

 

 

 

※ 機構加入者が、取扱時間中に「信託財

産振替済通知（抹消申請）」を通知しな

かった場合には、機構は、翌営業日以降

当該通知が通知されるまで、抹消口への

記録を続ける。 
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内        容 備   考 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

ｇ 振替口座簿への記録 

機構は、機構加入者からｆの「信託財産振替済通知（抹消申請）」を受けたときは、直ちに、振替

口座簿に減少の記録を行うとともに、抹消口の記録を消去する。 

 

（業 277 条の５第１項） 

 

ｈ 抹消済通知 

  機構は、振替口座簿に減少記録を行った処理結果として、発行者、機構加入者及び受託会社に対し

て「抹消済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

 ア 発行者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

（業 277 条の５第２項、施 355 条の５） 

 

    イ 機構加入者への通知 

     統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者へは統合Ｗｅｂ

端末のみの通知となる。 

 

ウ 受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

 

（ｂ）取扱時間 

   抹消後直ちに 

 

 

（ｃ）通知事項 

 ① 株式等リファレンスＮＯ 

 ② 進捗ステータス（抹消済） 

 ③ 振替投資信託受益権の銘柄 

 ④ 銘柄コード 

 ⑤ 抹消した口数 

 ⑥ 委託会社コード 

 ⑦ 受託会社コード 

 ⑧ 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 
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内        容 備   考 

 ⑨ 抹消日 

 ⑩ その他機構が定める事項 

 

ｉ 処理結果の通知 

 機構は、抹消の処理結果として、発行者、機構加入者及び受益者名簿管理人に対して、以下のデー

タを通知する。 

 

 

（ａ） 発行者への通知 

ア 通知手段 

  統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

イ 取扱時間 

  抹消日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

  「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

（ｂ）機構加入者への通知 

ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

  イ 取扱時間 

    抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

  ウ 配信データ 

    「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

（ｃ）受益者名簿管理人への通知 

  ア 通知手段 

    ファイル伝送 

 

  イ 取扱時間 

    抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 
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内        容 備   考 

  ウ 配信データ 

    「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

 

※ 口座処理結果ファイル（処理明細）は、

通常、振替株式の発行者が残高照合手続

に用いるものと同様とする。 

 

（２）機構取扱対象株式等と交換される場合（ＪＳＣＣが債務の引受けを行う場合）  

a ＪＳＣＣによる機構取扱対象株式等及び振替投資信託受益権の振替請求 

機構が振替機関として交換に係る抹消を行う場合において、ＪＳＣＣの清算参加者である機構加入

者が振替投資信託受益権と機構取扱対象株式等以外の財産との交換を自らのために行うとき又は加

入者から当該交換に係る委任を受けたときであって、ＪＳＣＣが当該交換に係る債務の引受けを行う

ときは、ＪＳＣＣは、機構に対して、抹消日の前営業日の午前３時から午後８時までの間に、機構に

対して、振替請求を行う。 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00口座）を振替先とする振替投資信託受益権に係る「渡方振替請

求（市場取引）」 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/ＪＳＣＣ（交換用口座）を振替先とする振替投資信託受益権に係る

「受方振替請求（市場取引）」 

③受託会社を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする機構取扱対象株式等に係る「渡方振替請求

（市場取引）」 

④ＪＳＣＣ（00口座）を振替元/機構加入者を振替先とする機構取扱対象株式等に係る「受方振替請

求（市場取引）」 

※ ここでは、以下のケースを想定してい

る。 

 振替投資信託受益権がその信託財産

である機構取扱対象株式等と交換さ

れる 

※ 実際の決済では、機構加入者とＪＳＣ

Ｃ間の授受は、ＪＳＣＣにおける他の取

引とのネッティングにより受方・渡方が

決まることになる。 

※ 処理フローについては、参考８参照 

※ 振替投資信託受益権の交換に係るＪ

ＳＣＣの清算については、ＪＳＣＣの

「株式等のＤＶＰ決済事務処理要領」、

「ＥＴＦ設定・交換決済事務処理要領

（ＥＴＦ特別清算参加者・登録信託銀行

向け）」及び「非 DVP 決済に係る事務処

理要領」参照。 

※ 振替請求（市場取引）については、第

２章第３節２．例外的な手続（１）「指

定証券取引清算機関の対象取引の決済

に係る振替の取扱い」参照。 

 

ｂ 機構取扱対象株式等及び振替投資信託受益権の振替 

機構は、aの振替請求に基づき、①から④の振替を実行し、機構加入者、ＪＳＣＣ（交換用口座分）

及び受託会社に対し、振替済通知を通知する。 

 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/ＪＳＣＣ（交換用口座）を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

※ 振替投資信託受益権は、ＪＳＣＣの指

定する口座（ＪＳＣＣ（交換用口座））

に振替が行われた後に抹消記録される。 

※ 機構加入者は、ＪＳＣＣの定めるとこ

ろにより、左記①の口座振替が実行され

るように対処する。 
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内        容 備   考 

③受託会社を振替元/ＪＳＣＣ（00口座）を振替先とする機構取扱対象株式等の振替 

④ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/機構加入者を振替先とする機構取扱対象株式等の振替 

 

（ａ）通知手段 

ア 機構加入者への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

イ ＪＳＣＣ（交換用口座分）への通知 

統合Ｗｅｂ端末 

ウ 受託会社への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

（ｂ）取扱時間 

振替の実行後直ちに 

（ｃ）通知事項 

① 口座残高増減区分 

② 相手方機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 振替数量 

⑤ メッセージ 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ その他機構が定める事項 

 

※ 受託会社は、ＪＳＣＣの定めるところ

により、左記③の口座振替が実行される

ように対処する。 

※ 午後１時に行われるネットデビット

処理において左記②の口座振替は実行

される。ＪＳＣＣは当該振替が実行され

るように現金差入担保入金通知を通知

する。 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者及び受託会社に

対しては、統合Ｗｅｂ端末のみの通知と

なる。 

※ ＪＳＣＣは、左記②の振替により、Ｊ

ＳＣＣ（交換用口座）に記録された振替

投資信託受益権のうち申込者に返還す

べき口数の振替投資信託受益権残余返

還分について、ＪＳＣＣ（交換用口座）

を振替元/機構加入者を振替先とする

「当日振替請求」を行う。 

ｃ ＪＳＣＣによる交換時抹消予定情報の通知 

ＪＳＣＣは、抹消日に機構に対して、交換時抹消により減少記録される振替投資信託受益権の情報

として「交換時抹消予定情報通知」を通知する。 

 

 

 

 

 

（ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

ＪＳＣＣの定める時間帯（抹消日の午後１時から午後３時 30 分まで） 

（業第 277 条の５の３） 

※ 「交換時抹消予定情報通知」は、振替

投資信託受益権が抹消されるＪＳＣＣ

（交換用口座）に抹消予定口数以上の残

高が記録されている場合のみ受付可能

とする。 

※ 左記の取扱時間中に通知した「交換時

抹消予定情報」の取消しを行うことはで

きない。 

 

 

 

※ 機構システム上の取扱時間は午前 9時
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内        容 備   考 

 

（ｃ）通知事項 

① 機構加入者コード 

② 銘柄コード 

③ 抹消を行う口数 

④ 抹消日 

⑤ その他機構が定める事項 

 

から午後３時 30 分まで 

 

※ 左記①にはＪＳＣＣの指定する口座

（ＪＳＣＣ（交換用口座））を設定する。 

ｄ 抹消口への記録 

機構は、ＪＳＣＣからｃの「交換時抹消予定情報通知」を受けた場合には、直ちに、その内容に基

づき、抹消口への記録を行う。 

（業第 277 条の５の４） 

※ 「交換時抹消予定情報通知」により抹

消口へ記録された残高は、記録後、振替

の対象とすることができない。 

 

ｅ 抹消口記録情報の通知 

機構は、ｄの抹消口への記録を行った場合には、発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社に対して、抹消口

記録情報として「抹消済通知（抹消口記録）」を以下のとおり通知する。 

 

（ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末 

 

（ｂ）取扱時間 

抹消口記録後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託財産振替済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 抹消口に記録した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ ＪＳＣＣ（交換用口座）の機構加入者コード 

⑨ 抹消日 

⑩ その他機構が定める事項 

※ 発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社は、「抹

消済通知（抹消口記録）」の他、抹消に

係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ端末

の「新規記録・抹消（交換）状況一覧」

により確認することができる。 
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内        容 備   考 

 

ｆ 抹消口記録情報の確認 

ＪＳＣＣは、ｅの「抹消済通知（抹消口記録）」を受けた場合には、抹消日の午後３時 30 分までに、

「抹消済通知（抹消口記録）」の内容を確認し、抹消を行う内容と相違がないかの確認を行う。 

※ ＪＳＣＣは、「抹消済通知（抹消口記

録）」の確認の結果、内容に相違がある

場合には、速やかに機構、発行者及び受

託会社に対して連絡を行う。 

  

ｇ ＪＳＣＣによる交換時抹消の申請 

ＪＳＣＣは、機構に対して、「信託財産振替済通知（抹消申請）」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

統合Ｗｅｂ端末（画面入力又はＣＳＶファイルのアップロード） 

 

（ｂ）取扱時間 

ＪＳＣＣの定める時間帯（抹消日の午後１時から午後３時 30 分まで） 

 

 

 

 

 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

 

（業第 277 条の５の５） 

 

 

 

 

 

 

※ 機構システム上の取扱時間は午前 9時

から午後３時 30 分まで 

※ ＪＳＣＣが、取扱時間中に「信託財産

振替済通知（抹消申請）」を通知しなか

った場合には、機構は、翌営業日以降当

該通知が通知されるまで、抹消口への記

録を続ける。 

ｈ 振替口座簿への記録 

機構は、機構加入者からｇの「信託財産振替済通知（抹消申請）」を受けたときは、直ちに、振替

口座簿に減少の記録を行うとともに、抹消口の記録を消去する。 

 

（業第 277 条の５の６第１項） 

ｉ 抹消済通知 

機構は、振替口座簿に減少記録を行った処理結果として、発行者、ＪＳＣＣ及び受託会社に対して

「抹消済通知」を通知する。 

 

（ａ）通知手段 

（業第 277 条の５の６第２項、施第 355 条

の５の３） 
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内        容 備   考 

統合Ｗｅｂ端末 

 

（ｂ）取扱時間 

抹消後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（抹消済） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 抹消した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

⑨ 抹消日 

⑩ その他機構が定める事項 

  

ｊ 処理結果の通知 

機構は、抹消の処理結果として、発行者、ＪＳＣＣ及び受益者名簿管理人に対して、以下のデータ

を通知する。 

 

（ａ） 発行者への通知 

ア 通知手段 

   統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

イ 取扱時間 

     抹消日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

     「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

（ｂ）ＪＳＣＣへの通知 

ア 通知手段 

ファイル伝送 
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内        容 備   考 

 

イ 取扱時間 

抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

 

 

 

（ｃ）受益者名簿管理人への通知 

ア 通知手段 

ファイル伝送 

 

イ 取扱時間 

抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

ウ 配信データ 

「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

 

 

 

 

※ 帳表ファイル（機構加入者別口座残高

表及び機構加入者別口座処理明細表）

は、通常、機構加入者が残高照合手続に

用いるものと同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 口座処理結果ファイル（処理明細）は、

通常、振替株式の発行者が残高照合手続

に用いるものと同様とする。 

  

（３）機構取扱対象株式等以外の財産と交換される場合 

   機構が振替機関として交換に係る抹消を行う場合において、機構加入者が振替投資信託受益権と機構取

扱対象株式等以外の財産との交換を自らのために行うとき又は加入者から当該交換に係る委任を受けた

ときの手続については、（１）「機構取扱対象株式等と交換される場合」に準じる。ただし、（１）ｅにつ

いては、以下のとおり行う。 

 

   ｅ 受託会社による機構取扱対象株式等以外の財産の交付 

     受託会社は、「抹消済通知（抹消口記録）」の受領及び内容を確認し、抹消日の午後１時までに、交

換を行う機構加入者に対して、機構取扱対象株式等以外の財産を交付する。 

 

 

（業 277 条の２から５、施 355 条の２から

５まで） 

※ 処理フローについては、参考９参照 

 

 

 

※ 機構取扱対象株式等以外の財産の交

付については、機構システム外の処理と

なる。 

 

（４）機構取扱対象株式等以外の財産と交換される場合（ＪＳＣＣが債務の引受けを行う場合）  
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内        容 備   考 

   機構が振替機関として交換に係る抹消を行う場合において、ＪＳＣＣの清算参加者である機構加入者が

振替投資信託受益権と機構取扱対象株式等以外の財産との交換を自らのために行うとき又は加入者から

当該交換に係る委任を受けたときであって、ＪＳＣＣが当該交換に係る債務の引受けを行うときの手続に

ついては、（２）「機構取扱対象株式等と交換される場合（ＪＳＣＣが債務の引受けを行う場合）」に準じ

る。ただし、（２）a及びｂについては、以下のとおり行う。 

 

a ＪＳＣＣによる振替投資信託受益権の振替請求 

ＪＳＣＣは、機構に対して、抹消日の前営業日の午前３時から午後８時までの間に、機構に対して、

振替請求を行う。 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00口座）を振替先とする振替投資信託受益権に係る「渡方振替請

求（市場取引）」 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/ＪＳＣＣ（交換用口座）を振替先とする振替投資信託受益権に係る

「受方振替請求（市場取引）」 

 

受託会社はＪＳＣＣに対し、ＪＳＣＣの定めるところにより、ＪＳＣＣの定める時限（抹消日の午後

１時）までに機構取扱対象株式等以外の財産（金銭）の交付を行う。その後、ＪＳＣＣは機構加入者に

対し当該財産を交付する（抹消日の午後２時 45分以降）。 

（業第 277 条の５の３から第 277条の５の

６、施第 355 条の５の２から施第 355 条

の５の３） 

※ ここでは、以下のケースを想定してい

る。 

 振替投資信託受益権がその信託財産

である機構取扱対象株式等以外の財

産（金銭）と交換される 

※ 実際の決済では、機構加入者とＪＳＣ

Ｃ間の授受は、ＪＳＣＣにおける他の取

引とのネッティングにより受方・渡方が

決まることになる。 

※ 処理フローについては、参考 10 参照 

※ 振替投資信託受益権の交換に係るＪ

ＳＣＣの清算については、ＪＳＣＣの

「株式等のＤＶＰ決済事務処理要領」及

び「ＥＴＦ設定・交換決済事務処理要領

（ＥＴＦ特別清算参加者・登録信託銀行

向け）」参照。 

※ 振替請求（市場取引）については、第

２章第３節２．例外的な手続（１）「指

定証券取引清算機関の対象取引の決済

に係る振替の取扱い」参照。 

 

ｂ 振替投資信託受益権の振替 

機構は、aの振替請求に基づき、①から②の振替を実行し、機構加入者及びＪＳＣＣ（交換用口座

分）に対し、振替済通知を通知する。 

①機構加入者を振替元/ＪＳＣＣ（00 口座）を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

②ＪＳＣＣ（00 口座）を振替元/ＪＳＣＣ（交換用口座）を振替先とする振替投資信託受益権の振替 

 

（ａ）通知手段 

ア 機構加入者への通知 

統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

イ ＪＳＣＣ（交換用口座分）への通知 

※ 機構加入者は、ＪＳＣＣの定めるとこ

ろにより、左記①の口座振替が実行され

るように対処する。 

※ 午後１時に行われるネットデビット

処理において左記②の口座振替は実行

される。ＪＳＣＣは当該振替が実行され

るように現金差入担保入金通知を通知

する。 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者に対しては、統合
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内        容 備   考 

統合Ｗｅｂ端末 

 

（ｂ）取扱時間 

振替の実行後直ちに 

 

（ｃ）通知事項 

① 口座残高増減区分 

② 相手方機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ 振替数量 

⑤ メッセージ 

⑥ 株式等リファレンスＮＯ 

⑦ その他機構が定める事項 

Ｗｅｂ端末のみの通知となる。 

  

  

２．解約時抹消 

機構が振替機関として解約（受益者の請求によりその振替投資信託受益権に係る投資信託契約の一部解

約（交換を除く。）することをいう。以下この節において同じ。）に係る抹消（以下この章において「解約

時抹消」という。）を行う場合において、機構加入者が当該解約を自らのために行うとき又は加入者から交

換に係る委任を受けたときの手続については、１．（１）「機構取扱対象株式等と交換される場合」に準じ

る。ただし、１．（１）ｅについては、以下のとおり行う。 

 

   ｅ 受託会社による金銭の交付 

     受託会社は、「抹消済通知（抹消口記録）」の受領及び内容を確認し、抹消日の午後１時までに、一

部解約を行う機構加入者に対して、金銭を交付する。 

 

（業 277 条の６、施 355 条の６） 

※ 処理フローについては、参考１１参照 

 

 

 

 

 

※ 金銭の交付については、機構システム

外の処理となる。 

３．一部抹消 

（１）機構加入者による一部抹消予定情報の通知 

機構が振替機関として一部抹消（加入者の請求により当該加入者の振替投資信託受益権を抹消するこ

とをいい、交換時抹消、解約時抹消及び償還時抹消（５．における償還時抹消をいう。）を除く。以下

この節において同じ。）を行う場合において、機構加入者が当該一部抹消を自らのために行うとき又は

加入者から一部抹消に係る委任を受けたときは、機構加入者は、機構に対して、一部抹消により減少記

録される振替投資信託受益権の情報として「一部抹消予定情報通知」を通知する。 

 

（業 277 条の７、施 355 条の７） 

※ 「一部抹消予定情報通知」については、

システム上「交換時抹消予定情報通知」

を利用する。 

※ 「一部抹消予定情報通知」は、振替投

資信託受益権が抹消される機構加入者

の区分口座に抹消予定口数以上の残高

が記録されている場合のみ受付可能と
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内        容 備   考 

ａ 通知手段 

  統合Ｗｅｂ端末 

 

ｂ 取扱時間 

抹消日の午後２時 30 分まで 

 

ｃ 通知事項 

    ① 機構加入者コード 

    ② 銘柄コード 

    ③ 抹消を行う口数 

    ④ 抹消日 

    ⑤ その他機構が定める事項 

 

する。 

※ 「一部抹消予定情報通知」は、一部抹

消を行う加入者ごとに通知するものと

する。 

 

（２）抹消口への記録 

機構は、機構加入者から（１）の「一部抹消予定情報通知」を受けた場合には、直ちに、その内容に

基づき、抹消口への記録を行う。 

 

 

（業 277 条の８） 

※ 「一部抹消予定情報通知」により抹消

口へ記録された残高は、記録後、振替の

対象とすることができない。 

 

（３）抹消口記録情報の通知 

機構は、（２）の抹消口への記録を行った場合には、発行者、機構加入者及び受託会社に対して、抹

消口記録情報として「抹消済通知（抹消口記録）」を以下のとおり通知する。 

 

ａ 通知手段 

（ａ）発行者への通知 

    統合Ｗｅｂ端末 

 

  （ｂ）機構加入者への通知 

    統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

 

（ｃ）受託会社への通知 

     統合Ｗｅｂ端末 

 

※ 発行者、機構加入者及び受託会社は、

「抹消済通知（抹消口記録）」の他、抹

消に係る処理の進捗状況を、統合Ｗｅｂ

端末の「新規記録・抹消（交換）状況一

覧」により確認することができる。 

 

 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者へは統合Ｗｅｂ

端末のみの通知となる。 

 

 

ｂ 取扱時間  
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内        容 備   考 

  抹消口記録後直ちに 

 

ｃ 通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 進捗ステータス（信託財産振替済通知待） 

③ 振替投資信託受益権の銘柄 

④ 銘柄コード 

⑤ 抹消口に記録した口数 

⑥ 委託会社コード 

⑦ 受託会社コード 

⑧ 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

⑨ 抹消日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

 

（４）抹消口記録情報の確認 

発行者、機構加入者及び受託会社は、（３）の「抹消済通知（抹消口記録）」を受けた場合には、抹消

日の午後２時 30 分までに、「抹消済通知（抹消口記録）」の内容を確認し、抹消を行う内容と相違がな

いかの確認を行う。 

※ 機構加入者は、「抹消済通知（抹消口

記録）」の内容に相違があった場合には、

抹消日の午後２時 30 分までに、通知済

の「一部抹消予定情報通知」を取り消し

た上で、機構に対し、あらためて、（１）

の「一部抹消予定情報通知」の通知を行

う。機構加入者が、「一部抹消予定情報

通知」の取消しを行う場合には、事前に

発行者及び受託会社に対して連絡を行

う。 

※ 発行者及び受託会社は、「抹消済通知

（抹消口記録）」の確認の結果、内容に

相違がある場合には、速やかに機構加入

者に対して連絡を行う。 

※ 機構加入者が、やむを得ず抹消日の前

営業日の午後２時 30 分以降に「一部抹

消予定情報通知」の取消し及び再通知を

行う必要がある場合には、機構加入者

は、あらかじめ、機構、発行者及び受託

会社に対して連絡を行った上で、同日の
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内        容 備   考 

午後３時 30 分までに通知の取消し及び

再通知を行う。 

 

（５）機構加入者による一部抹消の申請 

機構加入者は、抹消日に、機構に対して、「信託財産振替済通知（抹消申請）」を通知する。 

 

 

 ａ 通知手段 

統合Ｗｅｂ端末 

 

ｂ 取扱時間 

 抹消日の午前９時から午後３時 30 分まで 

 

 

 

 

 

ｃ 通知事項 

① 株式等リファレンスＮＯ 

② 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

③ 銘柄コード 

④ その他機構が定める事項 

 

（業 277 条の９） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 機構加入者が、取扱時間中に「信託財

産振替済通知（抹消申請）」を通知しな

かった場合には、機構は、翌営業日以降

当該通知が通知されるまで、抹消口への

記録を続ける。 

 

（６）振替口座簿への記録 

機構は、機構加入者から（５）の「信託財産振替済通知（抹消申請）」を受けたときは、直ちに、振

替口座簿に減少の記録を行うとともに、抹消口の記録を消去する。 

 

（業 277 条の 10、施 355 条の８） 

（７）抹消済通知 

機構は、振替口座簿に減少記録を行った処理結果として、発行者、機構加入者及び受託会社に対して

「抹消済通知」を通知する。 

 

ａ 通知手段 

（ａ）発行者への通知 

    統合Ｗｅｂ端末 
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内        容 備   考 

 

  （ｂ）機構加入者への通知 

    統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続 

 

※ オンラインリアルタイム接続の機能

を有しない機構加入者へは統合Ｗｅｂ

端末のみの通知となる。 

 

（ｃ）受託会社への通知 

    統合Ｗｅｂ端末 

 

 

ｂ 取扱時間 

 抹消後直ちに 

 

 

ｃ 通知事項 

 ① 株式等リファレンスＮＯ 

 ② 進捗ステータス（抹消済） 

 ③ 振替投資信託受益権の銘柄 

 ④ 銘柄コード 

 ⑤ 抹消した口数 

 ⑥ 委託会社コード 

 ⑦ 受託会社コード 

 ⑧ 抹消申請機構加入者の機構加入者コード 

 ⑨ 抹消日 

⑩ その他機構が定める事項 

 

 

（８）処理結果の通知 

機構は、抹消の処理結果として、発行者、機構加入者及び受益者名簿管理人に対して、以下のデータ

を通知する。 

 

 

ａ 発行者への通知 

（ａ）通知手段 

 統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

（ｂ）取扱時間 

 抹消日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 
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内        容 備   考 

（ｃ）配信データ 

 「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

ｂ 機構加入者への通知 

（ａ）通知手段 

   ファイル伝送 

 

（ｂ）取扱時間 

   抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

（ｃ）配信データ 

   「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

ｃ 受益者名簿管理人への通知 

（ａ）通知手段 

   ファイル伝送 

 

（ｂ）取扱時間 

   抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

（ｃ）配信データ 

   「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

４．交換時抹消予定情報通知等の通知の制限 

 （１）制限される交換時抹消予定情報通知等 

   機構は、特定の銘柄を抹消する際に 1．（1）ａ（２．で準じる場合を含む。）及び３．（１）において機

構加入者が通知する「交換時抹消予定情報通知」、「解約時抹消予定情報通知」及び「一部抹消予定情報通

知」について、以下に掲げる通知の入力を制限する。 

 

① 投資信託受益権併合効力発生日又は投資信託受益権分割効力発生日の前営業日（②において「前営

業日」という。）に行われる通知の入力 

② 前営業日の業務終了時において抹消口に記録が行われていることとなる通知の入力 

③ その他通知の入力をしないことが必要と機構が認める通知の入力 

 

（業 277 条の 12、施 355 条の 10） 
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内        容 備   考 

（２）制限を実施する旨の通知 

   機構は、（１）の制限を実施する場合には、制限対象となる振替投資信託受益権銘柄の発行者及び受

託会社並びに機構加入者及び間接口座管理機関に対し、以下に掲げる事項を Target 保振サイトにより

通知する。 

 

① 銘柄コード 

② 銘柄名 

③ 制限日 

④ その他機構が必要と認める事項 

 

５．償還時抹消 

 （１）発行者による償還に係る事項の通知 

    発行者は、振替投資信託受益権について償還をしようとする場合には、機構に対し、償還日等の償還

に係る情報を、速やかに（信託終了日の２週間前までに）Target 保振サイトにより通知する。 

 

 

※ 発行者による通知の詳細は、第 13 節

「振替投資信託受益権の取扱廃止時の

取扱い」第１ １．を参照。 

 

 （２）機構による償還に係る事項の通知 

    機構は、（１）の通知を受けたときは、あらかじめ、機構加入者及び間接口座管理機関に対し、償還

日等の償還に係る情報を Target 保振サイトにより通知する。 

 

 

※ 機構による通知の詳細は、第 13 節「振

替投資信託受益権の取扱廃止時の取扱

い」第３ １．（２）を参照。 

 

（３）振替口座簿の記載又は記録の抹消 

 機構及び口座管理機関は、償還金支払日の業務開始時（午前９時）に、その備える振替口座簿におけ

る償還が行われる振替投資信託受益権についての全部の記載又は記録を抹消する。 

 

（業 277 条の６の４、施 355 条の６の５） 

 

（４）処理結果の通知 

機構は、抹消の処理結果として、発行者、機構加入者及び受益者名簿管理人に対して、以下のデータ

を通知する。 

 

 

ａ 発行者への通知 

（ａ）通知手段 

 統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロード 

 

（ｂ）取扱時間 

 抹消日の翌営業日の午前７時から午後８時まで 

 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）



 

 5－5－20 

内        容 備   考 

 

（ｃ）配信データ 

 「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

ｂ 機構加入者への通知 

（ａ）通知手段 

   ファイル伝送 

 

（ｂ）取扱時間 

   抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

（ｃ）配信データ 

   「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」 

 

ｃ 受益者名簿管理人への通知 

（ａ）通知手段 

   ファイル伝送 

 

（ｂ）取扱時間 

   抹消日の翌営業日の午前３時から午後８時まで 

 

（ｃ）配信データ 

   「口座処理結果ファイル（処理明細）」 

 

６．全部抹消 

 「全部抹消手続」については、第２章第５節「抹消手続」の２．「全部抹消の取扱い」（（４）の「（新設合

併、新設分割又は株式移転に伴う全部抹消については全部抹消日の午後３時 30 分に）」及び（６）の「（新

設合併、新設分割又は株式移転に伴う全部抹消については全部抹消日の翌営業日）」という記載を除く。）に

準じる。 

 

（業 277 条の 12 の２、施 355 条の 10の２

及び 355 条の 10 の３） 

 以 上 
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第６節 振替投資信託受益権の併合及び分割に係る手続 

 
内        容 備   考 

 

 

※ ※ 振替投資信託受益権の併合又は分割

を行う場合には、発行者は以下の事項を

対象銘柄の投資信託約款において手当て

する必要がある。 

① 減少比率又は増加比率の乗算対象

は、加入者ごと（質権が設定されてい

る場合には質権設定者ごと、特別受益

者の申出が行われている場合には特

別受益者ごと）の口数となる旨 

② 端数部分を受益者ごとに合算し、整

数部分を当該受益者の口座に記録し、

端数部分については他の受益者から

生じる端数部分と合算する旨 

③ 上記②の合算による整数部分を発

行者が機構に届け出た口座に記録し、

端数部分については切り捨てる旨 

④ 発行者が機構に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の

上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配する旨 

※ 対象銘柄に応じて、上記の他以下の事

項についても、投資信託約款において手

当てする必要が生じる場合がある。 

 ⑤ 併合又は分割に際して、受益者から

の交換又は一部解約の申請について

制限が行われる場合がある旨 

 ⑥ 併合又は分割に際して、受益者から

の特例投資信託受益権に係る個別移

行申請について制限が行われる場合

がある旨 

 ⑦ 併合の日又は分割の日以降の特例
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内        容 備   考 

投資信託受益権に係る個別移行申請

については、受益者は発行者による差

替え後の受益証券によって行う必要

がある旨 

 

１．併合の取扱い 

  振替投資信託受益権の併合に係る手続については、振替株式の併合に係る手続に準じて、以下のとおり取

り扱う。 

 

 

（１）発行者による併合に係る事項の通知 

 発行者は、振替投資信託受益権の併合に係る決定をしたときは、機構に対し、速やかに、併合の日（以

下、併合日という。）の２週間前の日又は併合に係る受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合に

は、その前営業日）の前営業日から起算して７営業日前のいずれか早い日までに、Target 保振サイトに

より、以下の事項等を通知（「第２節 発行者の決定事項等の通知」参照）する。 

 

① 振替投資信託受益権の併合に係る振替投資信託受益権の銘柄（以下、投資信託受益権併合銘柄とい

う。）及び銘柄コード 
② 併合日（効力発生日） 
③ 減少比率（併合後の投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の総口数／併合前の投資信

託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の総口数） 
④ 併合の手続に係る日程 

 

※ 併合における振替口座簿に係る処理

概要については株式併合の場合の振替

口座簿への記録イメージ（第２章第６

節資料２－６－１）、標準的な事務処理

日程のフロー図については参考 12 参

照。 

（業 12 条、施６条） 

※ 発行者は、併合を中止する場合には、

Target 保振サイトにより、その旨を速

やかに機構に通知する。 

 

（２）機構による Target 保振サイトによる通知 

 機構は、発行者から（１）の通知を受けた場合には、併合日の１ヶ月前の日に（併合日の１ヶ月前の

日以降に（１）の通知を受けた場合には、通知を受けた後速やかに）、Target 保振サイトにより、機構加

入者及び間接口座管理機関に対し、次に掲げる事項を通知する。 

 

① 投資信託受益権併合銘柄及び銘柄コード 

② 併合日 

③ 減少比率 

④ 新投資信託受益権口数申告日 

⑤ 調整投資信託受益権口数記録日 

 

（業 12 条） 

（３）機構による総受益者通知日程案内 （業 283 条の３、施 356 条の２及び 356 条
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内        容 備   考 

機構は、受益者確定日（併合日の前日）（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の

前営業日から起算して５営業日前の日に、「総受益者通知日程案内」を機構加入者及び投資信託受益権

併合銘柄の受託会社に通知する。 

 

ａ 通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

ｂ 取扱時間  

（ａ）ファイル伝送  

   受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算

して５営業日前の日の午前３時から午後８時 

（ｂ）統合Ｗｅｂ端末  

   受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算

して５営業日前の日の午前７時から午後８時 

※受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起

算して５営業日前の日から受益者確定日の７ヶ月後の日までは、統合Ｗｅｂ端末による照

会は可能。 

ｃ 主な通知事項 

① 投資信託受益権併合銘柄の銘柄コード 

② 総受益者通知事由 

③ 増減資種別 

④ 配分明細区分 

⑤ 日程案内（総受益者報告対象投資信託受益権口数通知日、総受益者報告データ報告日（自/

至）、総受益者通知日、配分明細通知日、振替口座簿記録予定日） 

⑥ 併合日 

⑦ 受益者確定日（併合日の前日） 

⑧ 減少比率 

 

の３） 

※ 「総受益者通知日程案内」の通知は、

システム上、振替株式に係る「総株主

通知日程案内」を利用する。 

※ 直接口座管理機関は、機構から「総受

益者通知日程案内」を受けたときは、

直ちに、その直近下位機関に必要な事

項を通知する。当該通知を受けた口座

管理機関も同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）機構及び口座管理機関による記録すべき投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数の  

計算 

 

ａ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の保有欄（以下、保有欄という。）に併合日において記録す

べき投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数の計算 

 機構及び口座管理機関は、併合日の前営業日において、その加入者の保有欄に記録されている投資

信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数から減少させるべき振替投資信託受益権の口数

を減じた口数を算出する。 

（業 277 条の 13） 
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内        容 備   考 

減少させるべき振替投資信託受益権の口数は、次の①と②の合計口数とする。 

 

① 保有欄に記録されている投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数（特別受益

者の申出がされていないものに限る。）から当該口数に減少比率を乗じて得た口数（端数は切り

捨て。）を減じて得た口数 

② 保有欄に記録されている投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数（特別受益

者の申出がされているものに限る。）から、特別受益者ごとの振替投資信託受益権の口数から当

該口数にそれぞれ減少比率を乗じて得た口数（端数は切り捨て。）を減じて得た口数の合計口数 

 

ｂ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の質権欄（以下、質権欄という。）における記録すべき投資

信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数の計算 

 機構及び口座管理機関は、併合日の前営業日において、その加入者の質権欄に記録されている投資

信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数から減少させるべき口数を減じた口数を算出す

る。 

減少させるべき振替投資信託受益権の口数は、次の口数とする。 

 

① 質権欄に記録されている受益者ごとの投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口

数から、当該数にそれぞれ減少比率を乗じて得た口数（端数は切り捨て。）を減じて得た口数の

合計口数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 振替投資信託受益権については、登録

質に係る取扱いはない。 

（５）機構加入者による新投資信託受益権口数申告 

ａ 直接口座管理機関による顧客口に係る申告 

 直接口座管理機関は、併合日の前営業日に、機構に対し、新投資信託受益権口数申告として、以下

の事項等を通知する。 

（ａ）通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

（ｂ）取扱時間  

  ア ファイル伝送  

    併合日の前営業日の午前３時から午後８時 

  イ 統合Ｗｅｂ端末  

    併合日の前営業日の午前９時から午後８時 

（ｃ）主な通知事項 

① 機構加入者コード（区分口座） 

② 投資信託受益権併合銘柄の銘柄コード 

③ 区分口座に記録すべき投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数（（４）で  

（業 277 条の 13、施 355 条の 14） 

※ 「新投資信託受益権口数申告」の通知

は、システム上、振替株式に係る「新

株式数申告」を利用する。 

※ 機構に複数の顧客口である区分口座

の開設を受けている直接口座管理機関

は、当該顧客口である区分口座ごとに

申告を行う。 

※ 直接口座管理機関は、その直近下位機

関から併合日に記録すべき投資信託受

益権併合銘柄である振替投資信託受益

権の合計口数の通知を受けたときは、

機構に対し、当該口数を併せて通知す

る。 
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内        容 備   考 

計算した口数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 機構加入者による自己口に係る申告（担保専用口及び信託口） 

 担保専用口及び信託口（信託財産名義について包括的な申請を行うこととしているものに限る。）を

有する機構加入者は、併合日の前営業日に、機構に対し、新投資信託受益権口数申告として、以下の

事項等を通知する。 

（ａ）通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

（ｂ）取扱時間  

  ア ファイル伝送  

    併合日の前営業日の午前３時から午後８時 

  イ 統合Ｗｅｂ端末  

    併合日の前営業日の午前９時から午後４時 

（ｃ）主な通知事項 

① 機構加入者コード（区分口座） 

② 投資信託受益権併合銘柄の銘柄コード 

③ 区分口座に記録すべき投資信託受益権併合銘柄である振替投資信託受益権の口数（（４）で

計算した口数） 

※ 新投資信託受益権口数申告の訂正及

び取消を行う場合には、以下の取扱い

とする。 

・併合日の前営業日に統合Ｗｅｂ端末

から訂正を行う場合には、入力済の

申告を取り消したうえで統合Ｗｅｂ

端末からの再入力により、ファイル

伝送により訂正を行う場合には、前

日請求ファイルの再送による。 

・受益者確定日（併合日の前日）の翌

営業日及び翌々営業日に訂正を行う

場合には、Target 保振サイトにより、

機構に対して、所定の書面を提出す

る。 

・株主確定日（併合日の前日）の翌営

業日から起算して３営業日目の日以

降は割当計算終了後のため、訂正不

可となる。 

※ 「新投資信託受益権口数申告」のデー

タ設定については接続仕様書の「株式

等振替システム 参考資料（新株式数

申告の入力について）」参照。 

 

 

※ 「新投資信託受益権口数申告」を伴う

受益者確定日が定められた場合には、

担保の解除を行うことにより、担保専

用口に他の機構加入者に特別受益者管

理事務の再委託をしている投資信託受

益権は記録されていないものとする。 

 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）



 

 5－6－6 

内        容 備   考 

 

  

（６）機構及び口座管理機関による振替口座簿の記録 

ａ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の保有欄における記録 

 機構及び口座管理機関は、併合日の業務開始時（午前９時）に、（４）ａ で計算した減少させるべ

き口数の減少の記録をする。 

 

 

 

 

 

ｂ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の質権欄における記録 

 機構及び口座管理機関は、併合日の業務開始時（午前９時）に、（４）ｂ で計算した減少させるべ

き口数の減少の記録をする。 

 

ｃ 機構及び口座管理機関の加入者の顧客口における記録 

 機構及び口座管理機関は、併合日の業務開始時（午前９時）に、直近下位機関の口座の顧客口に記

録されている投資信託受益権併合銘柄について、当該直近下位機関からの「新投資信託受益権口数申

告」に基づき、減少の記録をする。 

 

（業 277 条の 13、施 355 条の 15） 

※ 特別受益者管理簿についても、併合日

の業務開始時（午前９時）に、特別受

益者管理簿に記録された特別受益者ご

との振替投資信託受益権の口数にそれ

ぞれ減少比率を乗じて得た口数（端数

は切り捨て。）を減じて得た口数の減少

の記録をする。 

 

（７）直接口座管理機関による総受益者報告 

 直接口座管理機関は、機構からの（３）の「総受益者通知日程案内」に従い、受益者確定日（併合日

の前日）において振替口座簿に記録されている加入者ごとの投資信託受益権併合銘柄に係る情報を、受

益者確定日の翌営業日及び翌々営業日において、「総受益者報告データ」として機構に通知する。 

 

（業 283 条の５、施 356 条の５から 356 条

の８まで） 

※ 「総受益者報告」を行う場合には、シ

ステム上、振替株式に係る「総株主報

告データ」を利用する（第２章第９節

「総株主通知に係る手続」参照）。 

 

（８）機構による割当計算 

ａ 割当計算対象受益者 

 機構は、受益者確定日（併合日の前日）の翌営業日の翌々営業日に、併合日の前営業日における投

資信託受益権併合銘柄の受益者について、機構が備える振替口座簿及び機構加入者からの「総受益者

報告データ」の内容に基づき、割当計算を行う。 

   

 

（業 277 条の 14、施 355 条の 16 及び 355

条の 17） 

※ 併合によって生ずる調整投資信託受

益権口数の記録処理の概要について

は、株式併合の場合の端数調整後株数

の記録イメージ（第２章第６節資料２

－６－３）参照。 
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内        容 備   考 

 

 

ｂ 割当計算の方法 

機構は、投資信託受益権併合銘柄について、受益者ごとに、当該受益者の投資信託受益権併合銘柄の

口数（当該受益者の保有欄に記録されていた口数と、略式譲渡担保権者又は略式質権者の口座に記録さ

れている当該受益者の投資信託受益権併合銘柄の口数を合計した口数。）に減少比率を乗じて得た口数

を算出する。さらに、当該口数から併合日において各口座に記録されるべき口数の合計口数を減じて得

た口数（以下「調整投資信託受益権口数」という。）を算出し、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定

める口座に割り当てる。 

 

① 調整投資信託受益権口数のうち整数 受益者の自己口のうち、併合日の前営業日において最も大

きい投資信託受益権併合銘柄の口数を記録していた口座（最も大きい口数を記録していた口座が複

数あるときは、口座管理機関コードが最も大きい口座管理機関が開設する口座） 

② 調整投資信託受益権口数のうち小数点以下の口数（端数）の合計口数（小数点以下切捨て） 発

行者が機構に届け出た口座 

 

 

 
※ 受益者ごとの投資信託受益権併合銘

柄の口数は、機構において、加入者ご

とに、名寄せ合算した口数とする。 

※ 調整投資信託受益権口数は、譲渡担保

設定者又は質権設定者となる加入者の

保有欄へ割当てを行い、譲渡担保権者

又は質権者の口座に特別受益者又は受

益者として記録されている口座への割

当ては行わない。 

※ ①において、略式質権の設定された振

替投資信託受益権又は特別受益者の申

出のされた振替投資信託受益権につい

ては、受益者確定日において、その受

益者又は特別受益者の加入者口座コー

ドに係る口座に記録されていたものと

して取り扱う。 

 

（９）機構による配分明細通知データの通知 

 機構は、（８）の割当計算の結果に基づき「配分明細通知データ」を作成し、受益者確定日（併合日の

前日）の翌営業日から起算して３営業日目の日に、併合日にその口座に投資信託受益権併合銘柄を記録

していた機構加入者に対して、以下の事項等を通知する。 

ａ 通知手段 ファイル伝送 

ｂ 取扱時間 受益者確定日（併合日の前日）の翌営業日から起算して３営業日目の日（総受益者通知 

日）の午前３時から午後８時 

ｃ 主な通知事項 

① 機構加入者コード 

② 投資信託受益権併合銘柄及び銘柄コード 

③ 総受益者通知事由（増減資の種別） 

④ 割当ての対象となる加入者の加入者口座コード（調整投資信託受益権口数のうち小数点以下の

口数の合計口数（小数点以下切捨て）の割当てを受ける発行者が機構に届け出た口座の加入者

口座コードを含む） 

⑤ 譲渡担保権者又は質権者の加入者口座コード 

（業 277 条の 14） 

※ 直接口座管理機関は、機構から割当計

算後に記録すべき投資信託受益権併合

銘柄である振替投資信託受益権の口数

に係る通知を受けたときは、直ちに、

その直近下位機関（投資信託受益権併

合銘柄を記録すべき口座の加入者の上

位機関に限る。）に当該事項を通知す

る。当該通知を受けた口座管理機関も

同様とする。 
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内        容 備   考 

⑥ 配分数量（調整投資信託受益権口数を含む。） 

⑦ 調整投資信託受益権口数の振替口座簿記録予定日 

⑧ 調整投資信託受益権口数 

⑨ 調整投資信託受益権口数の効力発生日 

 

（１０）機構による総受益者通知 

 機構は、併合に係る受益者確定日（併合日の前日）における投資信託受益権併合銘柄の受益者につい

て、投資信託受益権併合銘柄の受託会社に対し、受益者確定日（併合日の前日）の翌営業日から起算し

て３営業日目の日に「総受益者通知」を通知する。 

 

（業 283 条の６、施 356 条、356 条の８及

び 356 条の９） 

※ 機構は、割当計算後の投資信託受益権

併合銘柄の受益者ごとの振替投資信託

受益権の口数及び発行者が機構に届け

出た口座に記録すべき投資信託受益権

併合銘柄である振替投資信託受益権の

口数に係る受益者ごとの小数点以下の

数を、「総受益者通知」により当該受託

会社に通知する。 

※ 「総受益者通知」の通知は、システム

上、振替株式に係る「総株主通知」を

利用する（第２章第９節「総株主通知

に係る手続」参照。）。 

※ 機構は、「総受益者通知」を通知する

ことで振替法第 121 条の２第６項に基

づく発行者に対する併合に係る振替投

資信託受益権併合銘柄の口数に係る通

知を行う。なお、発行者はその受託会

社に対して、「総受益者通知」を受領す

る権限をあらかじめ与えておく必要が

ある（第９節「総受益者通知に係る手

続」参照。）。 

 

（１１）機構及び口座管理機関における調整投資信託受益権口数の記録手続 

ａ 機構における調整投資信託受益権口数の記録 

（ａ）自己口における増加の記録 

 機構は、調整投資信託受益権口数を記録すべき自己口を開設しているときは、受益者確定日（併

合日の前日）の翌営業日から起算して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、当該口座に

（業 283 条の６、施 355 条の 18） 

※ 機構及び口座管理機関は、新投資信託

受益権口数申告に基づき併合日に振替

口座簿に記録した口数と配分明細通知

データに不整合があった場合には、必
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内        容 備   考 

おいて記録すべき調整投資信託受益権口数の増加の記録をする。 

 

 

（ｂ）顧客口における増加の記録 

 機構は、その下位機関の加入者の自己口において調整投資信託受益権口数を記録すべきときは、

併合日から起算して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、その口数を記録すべき顧客口

において、当該口数の増加の記録をする。 

   

ｂ 口座管理機関における調整投資信託受益権口数の記録手続 

（ａ）自己口における増加の記録 

 口座管理機関は、調整投資信託受益権口数を記録すべき自己口を開設しているときは、直近上

位機関からの「配分明細通知データ」に基づき、受益者確定日（併合日の前日）の翌営業日から

起算して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、当該口座において記録すべき調整投資信

託受益権口数の増加の記録をする。 

 

 

（ｂ）顧客口における増加の記録 

 口座管理機関は、その下位機関の加入者の自己口において調整投資信託受益権口数を記録すべ

きときは、「配分明細通知データ」に基づき、受益者確定日（併合日の前日）の翌営業日から起算

して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、調整投資信託受益権口数を記録すべき顧客口

において、当該口数の増加の記録をする。 

 

要な修正を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 機構及び口座管理機関は、新投資信託

受益権口数申告に基づき併合日に振替

口座簿に記録した口数と配分明細通知

データに不整合があった場合には、必

要な修正を行う。 

（１２）併合に際しての留意事項 

 ａ 交換時抹消予定情報通知等の通知の制限 

 

 

 ｂ 個別移行申請に係る受付の制限 

 

 

※ 第５節「抹消手続」の４．「交換時抹

消予定情報通知等の通知の制限」を参

照。 

 

※ 第 13 節「特例投資信託受益権の移行

に係る取扱い」の７．「移行申請に係る

受付制限」を参照。 

 

２．分割の取扱い 

 １．「併合の取扱い」に準じる。 

 

（業 277 条の 15 及び 16、施 355 条の 19

から355条の26まで及び356条から356

条の９まで） 
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内        容 備   考 

 

以 上 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）



 

 5－7－1 

 
第７節 信託の併合に係る取扱い 

 
内        容 備   考 

 

１．信託の併合に係る各信託の受益権が振替投資信託受益権である場合において、発行者が信託の併合に際し

て振替投資信託受益権を交付する場合（法第 121 条の３）の手続 

 

 

（１）発行者の決定事項等の通知 

従前の信託の振替投資信託受益権の発行者は、信託の併合に係る決定をしたときは、機構に対し、速

やかに（信託併合効力発生日の２週間前の日又は信託の併合に係る受益者確定日（当該受益者確定日が

休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算して７営業日前のいずれか早い日までに）、

Target 保振サイトにより、以下の事項等を通知する。 

 

① 従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄及び銘柄コード 

② 従前の信託の受益者に対して交付する振替投資信託受益権の銘柄（以下、新たな信託の振替投資信託

受益権の銘柄という。） 

③ 割当比率 

④ 信託の併合の日程 

⑤ 信託併合効力発生日 

  ⑥ 従前の信託の受益者に対して交付する新たな信託の振替投資信託受益権の銘柄の振替投資信託受益

権の口数（以下、１．において「交付する投資信託受益権の口数」という。）の総口数及び銘柄情報（公

示情報） 

 

添付書類 

① プレスリリース 

 

 

（２）機構による公示 

機構は、（１）で発行者から公示情報を受領したときは、当該情報を機構ホームページに掲載するこ

とにより公示を行う。 

 

 

 

 

（業 277 条の 17 から 277 条の 18 まで、施

355 条の 27 から 355 条の 34 まで） 

※ 処理フローについては、参考 14参照。 

 

（業 12 条） 

※  発行者は、通知の後に信託の併合を行

わないこととなったときは、直ちに、機

構に対し、Target 保振サイトにより、

その旨を通知するものとし、機構は、機

構加入者及び間接口座管理機関に対し、

Target 保振サイトにより、その旨を通

知する。 

※ 左記の通知は、法第 121 条の３第１項

の通知である。 

※ 発行者は公示情報の内容に変更が生 

じた場合は、変更後の公示情報を機構に

提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

（業 285 条） 

※ 機構は、発行者から公示情報に変更が

生じた旨の通知を受けた場合は、公示情

報の訂正を行う。 

※ 公示についての詳細は、第 13 節「振

替投資信託受益権の総口数等の公示」参
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内        容 備   考 

 

 

（３）機構による機構加入者等に対する信託の併合に係る事項の通知 

機構は、発行者から（１）の通知を受けた場合は、信託併合効力発生日の１ヶ月前の日に（信託併合

効力発生日の１ヶ月前の日以降に通知を受けた場合は、通知を受けた後速やかに）、機構加入者及び間

接口座管理機関に対し、Target 保振サイトにより、以下の事項を通知する。 

 

① 従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄 

② 新たな信託の振替投資信託受益権の銘柄 

③ 割当比率 

④ 信託併合効力発生日 

⑤ 新投資信託受益権口数申告日 

⑥ 調整投資信託受益権口数記録日 

 

（４）機構による総受益者通知日程案内 

機構は、受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算

して５営業日前の日に、総受益者通知日程案内を機構加入者及び受託会社に通知する。 

ａ 通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

ｂ 取扱時間 

（ａ）ファイル伝送  受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前

営業日から起算して５営業日前の日の午前３時から午後８時まで 

（ｂ）統合Ｗｅｂ端末 受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前

営業日から起算して５営業日前の日の午前７時から午後８時まで 

※受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算して

５営業日前の日から受益者確定日（信託併合効力発生日の前日）の７ヶ月後の日までは、統合Ｗ

ｅｂ端末による照会は可能。 

 

ｃ 主な通知事項 

① 従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄 

② 新たな信託の振替投資信託受益権の銘柄 

③ 総受益者通知事由 

④ 配分明細区分 

⑤ 日程案内（総受益者報告対象口数通知日、総受益者報告データ報告日（自/至）、総受益者通知日、 

配分明細通知日、口座簿記載予定日） 

照 

 

（業 12 条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 285 条の３） 

※ 直接口座管理機関は、機構から総受益

者通知日程案内を受けたときは、直ち

に、その直近下位機関に必要な事項を通

知する。当該通知を受けた口座管理機関

も同様とする。 
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内        容 備   考 

⑥ 効力発生日（信託併合効力発生日） 

⑦ 受益者確定日（信託併合効力発生日の前日） 

⑧ 割当比率 

 

（５）機構及び口座管理機関による記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数の計算 

 

ａ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の保有欄（以下、保有欄という。）に信託併合効力発生日に

おいて記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数の計算 

機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日において、その加入者の保有欄に記録す

べき交付する振替投資信託受益権の口数を算出する。 

記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数は、次の①と②の合計口数とする。 

① 保有欄に記録されている従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄である振替投資信託受益権の口

数（特別受益者の申出がされていないものに限る。）に割当比率を乗じて得た口数（端数は切り捨

て。） 

② 保有欄に記録されている従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄である振替投資信託受益権の口

数（特別受益者の申出がされているものに限る。）について、特別受益者ごとの振替投資信託受益

権の口数にそれぞれ割当比率を乗じて得た口数（端数は切り捨て。）の合計口数 

 

ｂ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の質権欄（以下、質権欄という。）に信託併合効力発生日に

おいて記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数の計算 

機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日において、その加入者の質権欄に記録す

べき交付する振替投資信託受益権の口数を算出する。 

記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数は、質権欄に記録されている受益者ごとの従前の信

託の振替投資信託受益権の銘柄である振替投資信託受益権の口数にそれぞれ割当比率を乗じて得た口

数（端数は切り捨て。）の合計口数とする。 

 

（６）機構加入者による新投資信託受益権口数申告 

ａ 直接口座管理機関による顧客口に係る申告 

直接口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日に、機構に対し、新投資信託受益権口数申告

として、以下の事項等を通知する。 

（ａ）通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

（ｂ）取扱時間 

ア ファイル伝送 

信託併合効力発生日の前営業日の午前３時から午後８時まで 

 

 

 

 

（業 277 条の 17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 277 条の 17） 

※ 機構に複数の顧客口である区分口座

の開設を受けている直接口座管理機関

は、当該顧客口である区分口座ごとに申

告を行う。 

※ 直接口座管理機関は、その直近下位機 

関から信託併合効力発生日に記録すべ

き交付する振替投資信託受益権の口数
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内        容 備   考 

イ 統合Ｗｅｂ端末 

信託併合効力発生日の前営業日の午前９時から午後８時まで 

（ｃ）主な通知事項 

① 機構加入者コード（区分口座） 

② 従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄 

③ 区分口座に記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数（全加入者分の合算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 機構加入者による自己口に係る申告（担保専用口及び信託口） 

担保専用口及び信託口（信託財産名義について包括的な申請を行うこととしているものに限る。）

を有する機構加入者は、信託併合効力発生日の前営業日に、機構に対し、新投資信託受益権口数申告

として、以下の事項等を通知する。 

（ａ）通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

（ｂ）取扱時間 

ア ファイル伝送 

信託併合効力発生日の前営業日の午前３時から午後８時まで 

イ 統合Ｗｅｂ端末 

信託併合効力発生日の前営業日の午前９時から午後８時まで 

（ｃ）主な通知事項 

① 機構加入者コード（区分口座） 

の合計口数の通知を受けたときは、機構

に対し、当該口数を併せた口数を通知す

る。 

※ 新投資信託受益権口数申告の訂正及

び取消を行う場合は、以下の取扱いとす

る。 

・ 信託併合効力発生日の前営業日に訂正

を行うときは、統合Ｗｅｂ端末により新

投資信託受益権口数申告をした場合は、

入力済の申告を取り消したうえで統合

Ｗｅｂ端末による再入力を行い、ファイ

ル伝送により新投資信託受益権口数申

告をした場合は、前日請求ファイルを再

送する。 

・ 株主確定日（信託併合効力発生日の前

日）の翌営業日及び翌々営業日に訂正を

行う場合は、Target 保振サイトにより、

機構に対して、所定の書面を提出する。 

・ 株主確定日（信託併合効力発生日の前

日）の翌営業日から起算して３営業日目

の日以降は割当計算終了後のため、原則

として訂正不可となる。 
 

※ 新投資信託受益権口数申告を伴う受

益者確定日が定められた場合は、担保の

解除等を行うことにより、担保専用口に

他の機構加入者に特別受益者管理事務

の再委託をしている投資信託受益権は

記録されていないものとする。 
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内        容 備   考 

② 従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄 

③ 区分口座に記録すべき交付する振替投資信託受益権の口数 

 

（７）機構及び口座管理機関による振替口座簿の記録 

 

ａ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の保有欄における記録 

機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の業務開始時（午前９時）に、従前の信託の振替投

資信託受益権の銘柄の記録の抹消と、（５）ａで計算した交付する振替投資信託受益権の口数の記録

をする。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 機構及び口座管理機関の加入者の自己口の質権欄における記録 

機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の業務開始時（午前９時）に、従前の信託の振替投

資信託受益権の銘柄の記録の抹消と、（５）ｂで計算した交付する振替投資信託受益権の口数の記録

をする。 

 

ｃ 機構及び口座管理機関の加入者の顧客口における記録 

機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の業務開始時（午前９時）に、直近下位機関の口座

の顧客口に記録されている従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄の記録を抹消し、当該直近下位機

関からの新投資信託受益権口数申告に基づき交付する振替投資信託受益権の口数を記録する。 

 

（８）直接口座管理機関による総受益者報告 

直接口座管理機関は、機構からの総受益者通知日程案内に従い、受益者確定日（信託併合効力発生日

の前日）において振替口座簿に記録されている加入者ごとの従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄で

ある振替投資信託受益権の口数に係る情報を、受益者確定日の翌営業日及び翌々営業日において「総受

益者報告データ」として機構に通知する。 

 

（９）機構による割当計算 

 

 

 

 

 

 

（業 277 条の 17） 

 

※ 信託併合効力発生日の業務開始時（午

前９時）に、特別受益者管理簿において、

従前の信託の振替投資信託受益権の銘

柄の記録を全部抹消するとともに、特別

受益者ごとに、抹消した従前の信託であ

る振替投資信託受益権の銘柄である振

替投資信託受益権の口数にそれぞれ割

当比率を乗じて得た口数（端数は切り捨

て。）の新たな信託の振替投資信託受益

権の銘柄の増加の記録をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 283 条の５） 

※ 総受益者報告の詳細については、第  

10 節「総受益者通知に係る手続」参照。 
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内        容 備   考 

ａ 割当計算対象受益者 

機構は、信託併合効力発生日の翌営業日に、信託併合効力発生日の前日における従前の信託の振替投

資信託受益権の銘柄の受益者について、機構が備える振替口座簿及び機構加入者からの「総受益者報告

データ」の内容に基づき、割当計算を行う。 

 

ｂ 割当計算の方法 

機構は、受益者ごとに、当該受益者の従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄である振替投資信託受

益権の口数（当該受益者の保有欄に記録されていた口数と、譲渡担保権者又は質権者の口座に記録され

ている当該受益者の口数を合計した口数。）に割当比率を乗じて交付する振替投資信託受益権の口数を

算出する。当該口数から信託併合効力発生日において各口座に記録されるべき口数の合計口数を減じて

得た口数（以下「調整投資信託受益権口数」という。）を算出し、次に掲げる区分に応じ、それぞれに

定める口座に割り当てる。 

① 調整投資信託受益権口数のうち整数 受益者の自己口のうち、信託併合効力発生日の前日におい

て最も大きい振替投資信託受益権の口数を記録していた口座（最も大きい口数を記録していた口座

が複数あるときは、口座管理機関コードが最も大きい口座管理機関が開設する口座） 

② 調整投資信託受益権口数のうち小数点以下の口数（端数）の合計口数（小数点以下切捨て） 発

行者の口座 

 

 

 

 

 

 

 

（10）機構による配分明細通知データの通知 

機構は、（９）の割当計算の結果に基づき「配分明細通知データ」を作成し、受益者確定日（信託併

合効力発生日の前日）の翌営業日から起算して３営業日目の日に、信託併合効力発生日の前日にその口

座に従前の信託の振替投資信託受益権の銘柄を記録していた機構加入者に対して、以下の事項等を通知

する。 

ａ 通知手段 ファイル伝送 

ｂ 取扱時間 信託併合効力発生日受益者確定日（信託併合効力発生日の前日）の翌営業日から起算して

３営業日目の日（総受益者通知日）の午前３時から午後８時まで 

ｃ 主な通知事項 

① 機構加入者コード 

（業 277 条の 18） 

 

 

 

 

 

 

※ 受益者ごとの従前の信託の振替投資

信託受益権の銘柄である振替投資信託

受益権の口数は、機構において、加入者

ごとに、名寄せ合算した口数とする。 

※ 調整投資信託受益権口数は、加入者の

保有欄へ割当て、譲渡担保権者又は質権

者の口座に特別受益者又は受益者とし

て記録されている口座への割当ては行

わない。 

※ ①において、質権の設定された振替投

資信託受益権又は特別受益者の申出の

された振替投資信託受益権については、

受益者確定日において、その受益者又は

特別受益者の加入者口座コードに係る

口座に記録されていたものとして取り

扱う。 

 

（業 277 条の 18） 

※ 直接口座管理機関は、機構から割当計 

算後に記録すべき交付する振替投資信

託受益権の口数に係る通知を受けたと

きは、直ちに、その直近下位機関（信託

の併合により新たな信託の振替投資信

託受益権の銘柄を記録すべき口座の加

入者の上位機関に限る。）に当該事項を

通知する。当該通知を受けた口座管理機

関も同様とする。 
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内        容 備   考 

② 新たな信託の振替投資信託受益権の銘柄 

③ 総受益者通知事由（増減資等の種別） 

④ 割当ての対象となる加入者の加入者口座コード（振替投資信託受益権が交付される場合に調整投

資信託受益権口数のうち小数点以下の口数の割当てを受ける発行者の自己口を含む） 

⑤ 譲渡担保権者又は質権者の加入者口座コード 

⑥ 配分数量（調整投資信託受益権口数を含む。） 

⑦ 調整投資信託受益権口数の振替口座簿記録予定日 

⑧ 調整投資信託受益権口数 

⑨ 調整投資信託受益権口数の効力発生日 

 

（11）機構による総受益者通知 

機構は、信託の併合に係る受益者確定日（信託併合効力発生日の前日）における従前の信託の振替投

資信託受益権の銘柄の受益者について、受託会社に対し、受益者確定日の翌営業日から起算して３営業

日目の日に総受益者通知を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）機構及び口座管理機関における調整投資信託受益権口数の記録手続 

 

ａ 機構における調整投資信託受益権口数の記録手続 

（ａ）自己口における増加の記録 

機構は、調整投資信託受益権口数を記録すべき自己口を開設しているときは、受益者確定日（信

託併合効力発生日の前日）の翌営業日から起算して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、

当該口座において記録すべき調整投資信託受益権口数の増加の記録をする。 

（ｂ）顧客口における増加の記録 

機構は、その下位機関の加入者の自己口において調整投資信託受益権口数を記録すべきときは、

受益者確定日（信託併合効力発生日の前日）の翌営業日から起算して４営業日目の日の業務開始時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 283 条の６） 

※ 機構は、割当計算後の新たな信託の振

替投資信託受益権の銘柄の受益者ごと

の振替投資信託受益権の口数及び発行

者の自己口に記録すべき新たな信託の

振替投資信託受益権の銘柄である振替

投資信託受益権の口数に係る受益者ご

との小数点以下の口数を、総受益者通知

により受託会社に通知する。 

※ 総受益者通知の手続の詳細について

は、第 10 節「総受益者通知に係る手続」

参照。 

 

 

（業 277 条の 18） 

 

※ 機構及び口座管理機関は、新投資信託

受益権口数申告に基づき信託併合効力

発生日に振替口座簿に記録した口数と

配分明細通知データに不整合があった

場合は、必要な修正を行う。 
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内        容 備   考 

（午前９時）に、その口数を記録すべき顧客口において、当該口数の増加の記録をする。 

 

ｂ 口座管理機関における調整投資信託受益権口数の記録手続 

（ａ）自己口における増加の記録 

口座管理機関は、調整投資信託受益権口数を記録すべき自己口を開設しているときは、直近上位

機関からの「配分明細通知データ」に基づき、受益者確定日（信託併合効力発生日の前日）の翌営

業日から起算して４営業日目の日の業務開始時（午前９時）に、当該口座において記録すべき調整

投資信託受益権口数の増加の記録をする。 

 

（ｂ）顧客口における増加の記録 

口座管理機関は、その下位機関の加入者の自己口において調整投資信託受益権口数を記録すべき

ときは、「配分明細通知データ」に基づき、信託併合効力発生日から起算して４営業日目の日の業

務開始時（午前９時）に、調整投資信託受益権口数を記録すべき顧客口において、当該口数の増加

の記録をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．信託の併合により消滅すべき受益権が振替投資信託受益権でない場合において、発行者が信託の併合に際

して振替投資信託受益権を交付する場合の手続 

 

（１）信託の併合により消滅すべき受益権が記名受益権である場合（法第 121 条において読み替えて準用す

る第 86 条の２） 

   信託の併合により消滅すべき受益権（無記名受益権を除く。）が振替投資信託受益権でない場合におい

て、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合（第３

節（５））参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）信託の併合により消滅すべき受益権が無記名受益権である場合 

 

 

 

（業 277 条の 19、施 355 条の 35） 

※ 処理フローについては、参考 15参照。 

※ 実際の処理は第２章第２節「新規記録

手続」の第４「募集以外の事由による

振替株式の発行等」８．「合併等の対価

として消滅会社等（その株式が振替株

式でないものに限る。）の株主に対して

交付される振替株式」別紙２－２－１

「合併等において非振替株式に振替株

式を割り当てる場合の手続」１－１．

「吸収合併」に準じる。ただし、（７）

cを除く。 

 

※ 処理フローについては、参考 16参照。 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）
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内        容 備   考 

信託の併合により消滅すべき受益権（無記名受益権に限る。）が振替投資信託受益権でない場合におい

て、発行者が信託の併合に際して振替投資信託受益権を交付することによって新規記録される場合（第

３節（６））参照 

 

 

 

 

※ 実際の処理は第３節「新規記録手続」

２．「新規記録の取扱い」（１）「機構取

扱株式等の拠出によって新規記録され

る場合（新規記録の早期化の条件を満

たさない場合）」に準じる。 

 

 

３．信託の併合により消滅すべき受益権が振替投資信託受益権である場合において、発行者が信託の併合に際

して振替投資信託受益権でない受益権を交付する場合（法第 121 条の４）の手続 

  全部抹消手続（第５節）参照 

 

 

（業 277 条の 20、施 355 条の 36） 

※ 処理フローについては、参考 17参照。 

 

以 上 

株式会社証券保管振替機構 株式等振替制度に係る業務処理要領（7.7版）



 5－8－1 

第８節 リコンサイルの手続 
 

内        容 備   考 

 

１．発行者における振替口座簿に記録すべき口数についての照合 

（１）機構による通知 

機構は、毎営業日の午前７時から午後８時までの間に、すべての発行者に対して、当該発行者が発行

するすべての振替投資信託受益権について、統合Ｗｅｂ端末からのＣＳＶファイルダウンロードによ

り、次に掲げる事項を「口座処理結果ファイル（残高及び処理明細）」にて通知する。 

 

① 銘柄ごとの振替投資信託受益権の口数（前々営業日及び前営業日の確定残高、当日の振替開始時の

残高） 

② 前々営業日振替終了時から前営業日振替終了時、前営業日振替終了時から当日振替開始時の間の   

新規記録又は抹消した口数 

 

（２）発行者における照合 

発行者は、機構から（１）の通知を受けた日に、通知された銘柄ごとの振替投資信託受益権の口数と

自ら管理する口数との照合を行う。 

 

（３）発行者における照合で口数に相違があることとなった場合の手続 

発行者は、（２）の照合結果に相違がある銘柄がある場合には、直ちに、機構に対して、電話及び Target

保振サイトにて連絡をする。発行者及び機構は、相違があることとなった理由を確認し、必要な修正を

行う。 

 

２．機構加入者における振替口座簿に記録すべき口数についての照合 

（１）オンライン業務終了後の手続 

ａ 機構による通知 

機構は、毎営業日のオンライン業務終了後の午後４時３０分から午後８時までの間に、機構加入者に

対して、ファイル伝送により、次に掲げる事項等を「残高確認データ」にて通知する。 

 

① 機構加入者コード 

② 銘柄コード 

③ 各区分口座に記録された銘柄ごとの振替投資信託受益権の口数 

 

（業 279 条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「リコンサイル不一致連絡票（発行者

用）」については、機構ホームページに

掲載の書式（ST06-10）を参照。 
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 5－8－2 

内        容 備   考 

④ 機構加入者の各区分口座に係るほふりクリアリング口座の銘柄ごとの振替投資信託受益権の口数 

 

ｂ 機構加入者における照合 

    機構加入者は、機構から（１）aの通知を受けた日に、その内容と、自らが管理する情報との照合を 

行う。 

 

ｃ 機構加入者における照合で口数に相違があることとなった場合の手続 

機構加入者は、（１）ｂの照合結果に相違がある銘柄がある場合には、直ちに、機構に対して、電話 

及びTarget保振サイトにて連絡をする。機構加入者及び機構は、相違があることとなった理由を確認し、  

必要な修正を行う。 

 

（２）夜間バッチ終了後 

ａ 機構による通知 

機構は、毎営業日の午前３時から午後８時までの間に、機構加入者に対して、ファイル伝送により、

機構加入者の区分口座ごとに、次に掲げる事項等を「帳表ファイル（機構加入者別口座残高表及び機構

加入者別口座処理明細表）」にて通知する。 

  

① 機構加入者の各区分口座に記録された銘柄ごとの振替投資信託受益権の口数 

② 質権口に記録されている振替投資信託受益権の受益者の加入者口座コード及び当該受益者ごとの   

振替投資信託受益権の銘柄及びその口数 

 

ｂ 機構加入者における照合 

機構加入者は、機構から（２）ａの通知を受けた日に、その内容と、自らが管理する情報との照合を   

行う。 

 

ｃ 機構加入者における照合で口数に相違があることとなった場合の手続 

機構加入者は、（２）ｂの照合結果に相違がある銘柄がある場合には、直ちに、機構に対して、電話

及びTarget保振サイトにて連絡をする。機構加入者及び機構は、相違があることとなった理由を確認し、

必要な修正を行う。 

 

 

 

 

※ 「リコンサイル不一致連絡票（口座管

理機関用）」については、機構ホームペ

ージに掲載の書式（ST01-15）を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「リコンサイル不一致連絡票（口座管

理機関用）」については、機構ホームペ

ージに掲載の書式（ST01-15）を参照。 

 

以上 
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 5－9- 1 

 
第９節 超過記録発生時の取扱い 

 
内        容 備   考 

 

「超過記録発生時の取扱い」については、第２章第 15節「超過記録発生時の取扱い」に準じる。 

 

 

（業 280 条） 

※ 第２章第 15 節「超過記録発生時の取

扱い」の以下の①～⑦には、準じない。 

① 第１ １．（１）ｆ 

② 第１ １．（２）ｆ 

③ 第１ ２．（１） 

④ 第１ ２．（２）a及び b並びに c 

  の柱書 

⑤ 第２ １．（１）d及び e 

⑥ 第２ １．（２）b及び c 

⑦ 第２ ２．及び３． 

 

※ 機構は、機構の振替口座簿に記録され

た振替投資信託受益権の口数と当該

振替投資信託受益権の総口数との間

に不一致があり、不一致の解消ができ

なかった場合には、第２章第 15節「超

過記録発生時の取扱い」の第１ ２．

（２）c（ａ）及び（ｂ）の措置をと

る。 

 

以 上 
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第 10 節 総受益者通知に係る手続 

 
内        容 備   考 

 

１．総受益者通知に係る受益者確定日及び通知受益者 

 （１）受益者確定日 

     機構は、次の各号に掲げる事由（以下「総受益者通知事由」という。）のいずれかが生じたときは、当

該総受益者通知事由に係る振替投資信託受益権の受託会社に対し、当該各号に定める日を総受益者通知

に係る受益者を確定する日（以下「受益者確定日」という。）として、総受益者通知をする。 

① 信託の計算期間終了日が到来したとき。 当該計算期間終了日 

② 発行者が振替投資信託受益権に係る議決権を行使することのできる受益者を確定させるための日を 

定めたとき。 当該日 

③ 特定の銘柄の振替投資信託受益権について併合又は分割をしようとする場合であって、併合又は分 

割の日が到来したとき。 当該併合又は分割の日の前日     

④ 信託の併合に係る各受益権が振替投資信託受益権である場合において、発行者が信託の併合に際し

て振替投資信託受益権を交付しようとするとき。 当該信託の併合に係る信託併合効力発生日の前日 

⑤ 信託の併合により消滅すべき受益権が振替投資信託受益権である場合において、発行者が信託の併

合に際して振替投資信託受益権でない受益権を交付しようとするとき。 当該信託の併合に係る信託

併合効力発生日の前日 

⑥ 特定の銘柄の振替投資信託受益権の償還に伴い、当該振替投資信託受益権の抹消が行われるとき。 

当該振替投資信託受益権に係る投資信託の終了の日 

⑦ 機構が法第 22 条第１項の規定により法第３条第１項の指定を取り消された場合又は法第 41 条第１

項の規定により当該指定が効力を失った場合であって、機構の振替業を承継する者が存しないとき。 

当該指定が取り消された日又は当該指定が効力を失った日の前日 

⑧ 機構が特定の銘柄の振替投資信託受益権の取扱いを廃止したとき（⑥に規定する総受益者通知事由

に係る総受益者通知をしているときを除く。）。 当該取扱いを廃止した日の前日 

 

 

 （２）通知受益者 

機構は、次の①～⑤に掲げる口数について、当該①～⑤にそれぞれ定める者を受益者確定日における   

総受益者通知の対象とする受益者（以下「通知受益者」という。）として、総受益者通知をする。この場

合において、当該①～⑤に掲げる口数は、受益者確定日における最終のものを意味するものとする。 

① 加入者の口座の保有欄に記載又は記録がされている振替投資信託受益権の口数（②、④及び⑤を除

く。） 

 

 

（業 283 条） 

※ 機構は、原則として、既に設定されて

いる受益者確定日（当該受益者確定日が

休業日の場合には、その前営業日）の前

後７営業日の期間に属する日を新たな

受益者確定日として総受益者通知をす

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 283 条の２） 
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内        容 備   考 

当該口座の加入者 

② 加入者の口座の保有欄に記載又は記録がされている振替投資信託受益権の口数のうち特別受益者管

理簿（特別受益者管理簿に準ずる帳簿を含む。）に記載又は記録がされている口数 

     当該特別受益者管理簿に記載又は記録がされている口数に係る特別受益者 

   ③ 加入者の口座の質権欄に記載又は記録がされている質権投資信託受益権の口数  

当該質権投資信託受益権に係る受益者 

④ 機構加入者の信託口（信託財産名義通知信託口を除く。）に記録がされている振替投資信託受益権で   

あって、機構が備える信託財産名義管理簿に記録がされている口数（②の口数を除く。） 

    機構が備える信託財産名義管理簿に記録がされている当該振替投資信託受益権に係る信託財産名義 

   ⑤ 機構加入者の信託財産名義通知信託口に記録がされている振替投資信託受益権の口数 

     当該機構加入者が備える信託財産名義管理簿に記載又は記録がされている当該振替投資信託受益

権に係る信託財産名義 

 

 （３）総受益者通知請求 

発行者は、投資信託約款にあらかじめ規定している場合には、機構に対して、当該発行者が定める受

益者確定日の受益者についての総受益者通知の請求（以下「総受益者通知請求」という。）を次の aから

eまでに掲げるところにより行うことができる。 

 

 

  a 総受益者通知の請求事由 

   発行者は、投資信託約款において、総受益者通知請求を行う旨及び請求事由をあらかじめ規定している

場合には、当該事由の範囲において、機構に対して、総受益者通知請求を行うことができる。 

 

   なお、総受益者通知請求に当たっては、総受益者通知の請求事由に、次に掲げる場合に該当する事情が

存在するか否かを申告するものとする。 

 

   ① 人の生命、身体、財産を害する目的を有するとき 

   ② 犯罪目的を有するとき 

   ③ 公序良俗に反するとき 

   ④ 第三者への漏えいを目的とするとき 

   ⑤ 受益者に対する営業行為を行う目的であるとき 

   ⑥ 発行者の役職員の個人的目的その他発行者の事業と無関係の目的であるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 283 条の７の２、施 356 条の 13の２、

356 条の 13 の３） 

 

 

 

 

 

※ 総受益者通知の請求事由は、その内容

が具体的に規定されていることが望ま

しい。 

※ 総受益者通知の請求事由に当該事情が

存在する場合には、機構はその請求を受

理しない。 
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内 容 備 考 

b 通知期限 

 受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前日から起算して７営業日前

の日 

c 通知方法 

発行者は、Target 保振サイトにより「総受益者通知請求書」を機構に対して提出する。 

d 取扱時間 

随時 

e 通知内容 

① 受益者確定日

② 総受益者通知請求の対象となる銘柄

③ 総受益者通知請求を行う理由が投資信託約款において定められた事由が生じたためである旨

④ 総受益者通知請求を行う理由が a①～⑥に該当するか否かの別

※ 総受益者通知請求書は、機構ホームペ

ージに掲載の書式（ST80-07）を参照。

※ 通知期限日当日の取扱時間は、午後４

時までである。

（業 283 条の７の３、施 356 条の 13の４） 

※ 発行者は、原則として既に設定した受

益者確定日（当該受益者確定日が休業日

の場合には、その前営業日）の前後７営

業日の期間に属する日を新たな受益者

確定日として総受益者通知請求をする

ことはできない。

２．総受益者通知の手続 

「総受益者通知の手続」については、第２章第９節「総株主通知に係る手続」の２．「総株主通知の手続」 

に準じる。ただし、総受益者通知事由が１．（１）②、③、④及び⑤のうち発行者に対して通知すべきもの

に該当する場合には、発行者は受託会社に対して総受益者通知を受領する権限をあらかじめ与えなければな

らない。 

（業 283 条の３から 283 条の６まで、施

356 条から 356 条の 10まで） 

３．発行者に対する通知受益者に係る情報に変更が生じた場合の取扱い 

 「発行者に対する通知受益者に係る情報に変更が生じた場合の取扱い」については、第２章第９節「総株

主通知に係る手続」の４．「発行者に対する株主情報の変更情報の提供」に準じる。 

（業 283 条の７、施 356 条の 11 から 357

条の 13 まで） 
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5－11ー1 

第 11 節 振替口座簿の情報提供請求の手続 

内 容 備 考

１．加入者による振替口座簿の情報提供請求の手続 

 加入者による振替口座簿の情報提供請求の手続は、第２章第 11 節「振替口座簿の情報提供請求の手続」

１．加入者による振替口座簿の情報提供請求の手続に準じる。 

２．利害関係を有する者（発行者を除く。）による振替口座簿の情報提供請求の手続 

利害関係を有する者（発行者を除く。）による振替口座簿の情報提供請求の手続は、第２章第 11 節「振替

口座簿の情報提供請求の手続」３．利害関係を有する者（発行者を除く。）による振替口座簿の情報提供請

求の手続に準じる。ただし、（１）a ③から⑥まで及び（２）b（a） ③から⑤までを除く。 

（業 287 条、施 359 条） 

以 上
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第 12 節 分配金に関する取扱い 
 

内        容 備   考 

 

振替投資信託受益権の分配金の取扱いは、「振替株式の配当金の取扱い」に準じる。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業 283 条の３） 

※ 振替株式の配当金の取扱いについて 

は、第２章第 14 節「配当金に関する取

扱い」を参照。 

※ 振替制度外で受益証券が発行されて

いる特例投資信託受益権に係る分配金

については、機構が備える振替受入簿及

び振替口座簿への移行が完了するまで、

株式数比例配分方式を利用して受領す

ることができない（特例投資信託受益権

の移行に係る取扱いについては、第 12

節を参照）。 

 

以上 
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第 13 節 振替投資信託受益権の取扱廃止時の取扱い 
 

内        容 備   考 

第１ 発行者による通知 

１．上場廃止の原因となる事実が発生した場合の通知（償還を伴う場合） 

発行者は、その発行する振替投資信託受益権に上場廃止の原因となる事実が発生し、かつ振替投資信託受

益権の償還（以下単に「償還」という。）に係る決定をした場合には、速やかに（信託終了日の２週間前の

日までに）、機構に対し Target 保振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 上場廃止となる振替投資信託受益権の銘柄 

② 上場廃止日 

③ 上場廃止理由 

④ 信託終了日 

⑤ 償還金支払日 

⑥ 償還金の支払に係る手続の日程 

⑦ 一定期間の取扱いの継続を希望する場合には、その旨 

 

添付書類 

① 償還金を支払う旨及び償還金支払に係る日程を決定及び公表したプレスリリース 

 

 

 

（業 12 条、277 条の６の２、施６条、355

条の６の２、355 条の６の３） 

※  発行者は、通知の後に償還金支払日が

変更されたときは、直ちに、機構に対し、

Target 保振サイトにより、その旨を通

知するものとし、機構は、機構加入者及

び間接口座管理機関に対し、Target 保

振サイトにより、その旨を通知する。 

２．上場廃止の原因となる事実が発生した場合の通知（償還を伴わない場合） 

発行者は、その発行する振替投資信託受益権に上場廃止の原因となる事実（信託の併合が上場廃止の原因

となる場合の信託の併合の決定又は決議を除く。）が発生した場合には、速やかに、機構に対し、Target 保

振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 上場廃止となる振替投資信託受益権の銘柄 

② 上場廃止日 

③ 上場廃止理由 

④ 信託終了日（決定している場合のみ） 

⑤ 一定期間の取扱いの継続を希望する場合には、その旨 

 

（業 12 条、施６条） 

※ １．の通知をした場合には、２．の通

知は不要。 

第２ 機構による取扱廃止 

機構は、発行者から第１の通知を受けた場合には、金融商品取引所における売買に係る最終売買決済日の

翌営業日に、上場廃止された振替投資信託受益権（以下「取扱廃止銘柄」という。）の取扱いを廃止する。

ただし、機構が取扱いを継続する必要があると認めるときは、別に機構が定める日まで、その取扱いを継続

することができる。 

 

（業９条、施５条） 

※ 機構は、特定の銘柄の振替投資信託受

益権について、発行者が次の要件をすべ

て満たした場合には、業務規程第９条第

２項に規定する取扱いを継続する必要

があると認めるときに該当するものと
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内        容 備   考 

して、その取扱いを継続するものとす

る。ただし、この場合における取扱いを

継続する日数は、②に規定する日数を上

限とする。 

① 金融商品取引所が上場廃止を公表

した後、速やかに、信託の終了に伴い

償還を行うこと並びに償還金の支払

に係る日程を決定及び公表している

こと 

② 償還金の支払日が信託終了日から

40 日以内であること 

※ 上記以外に取扱いを継続する必要が

あると認められる場合としては、上記

１．⑦又は２．⑤の通知が行われ、第２

章第 16 節（10）に準じた取扱いが行わ

れる場合が考えられる。 

 

第３ 償還を伴う取扱廃止手続 

１．機構による償還及び取扱廃止に係る通知 

（１）発行者への取扱廃止に係る通知 

機構は、振替投資信託受益権についての取扱いを廃止することとしたときは、速やかに、発行者に対

し、Target 保振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 取扱廃止銘柄 

② 取扱廃止日 

 

 

（業 10 条） 

※ 第２章第 16 節（10）に準じた取扱い

により一定期間の取扱継続を行う場合

は、機構が取扱廃止日を決定した後、速

やかに通知する。 

（２）機構加入者及び間接口座管理機関に対する償還及び取扱廃止に係る事項の通知 

振替投資信託受益権について上場廃止及び償還に係る決定がされ、機構が取扱いを廃止することとし

たときは、機構は、あらかじめ、機構加入者及び間接口座管理機関に対し、Target 保振サイトにより、

以下の事項を通知する。 

① 取扱廃止銘柄 

② 取扱廃止日 

③ 取扱最終日 

④ 受益者確定日（信託終了日） 

⑤ 償還金支払日 

（業 12 条、277 条の６の２、施６条、355

条の６の４） 

※ 第２章第 16 節（10）に準じた取扱い

により一定期間の取扱継続を行う場合

は、原則として取扱廃止日の１ヶ月前

の日に再度通知する。 
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内        容 備   考 

 

（３）機構による総受益者通知日程案内 

機構は、受益者確定日（信託終了日）（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前

営業日から起算して５営業日前の日に、総受益者通知日程案内を機構加入者及び受託会社に通知する。 

ａ 通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末 

ｂ 取扱時間 

（ａ）ファイル伝送  受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の

前営業日から起算して５営業日前の日の午前３時から午後８時まで 

（ｂ）統合Ｗｅｂ端末 受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の

前営業日から起算して５営業日前の日の午前７時から午後８時まで 

※受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算して

５営業日前の日から受益者確定日の７ヶ月後の日までは、統合Ｗｅｂ端末による照会は可能。 

 

ｃ 主な通知事項 

① 取扱廃止銘柄 

② 総受益者通知事由（増減資等の種別） 

③ 配分明細区分 

④ 日程案内（総受益者報告対象口数通知日、総受益者報告データ報告日（自/至）、総受益者通知 

日） 

⑤ 受益者確定日（信託終了日） 

 

（業 283 条の３） 

※ 直接口座管理機関は、機構から総受益

者通知日程案内を受けたときは、直ち

に、その直近下位機関に必要な事項を通

知する。当該通知を受けた口座管理機関

も同様とする。 

 

 

 

 

 

２．直接口座管理機関による総受益者報告 

直接口座管理機関は、機構からの総受益者通知日程案内に従い、受益者確定日（信託終了日）において振

替口座簿に記録されている加入者ごとの取扱廃止銘柄である振替投資信託受益権の口数に係る情報を、受益

者確定日の翌営業日及びその翌営業日において「総受益者報告データ」として機構に通知する。 

 

（業 283 条の５） 

※ 総受益者報告の手続の詳細について

は、第 10 節「総受益者通知に係る手続」

参照。 

 

３．機構による総受益者通知 

機構は、償還に係る受益者確定日（信託終了日）における取扱廃止銘柄の受益者について、受託会社に対

し、受益者確定日の翌営業日から起算して３営業日目の日に総受益者通知を行う。 

 

（業 283 条の６） 

※ 総受益者通知の手続の詳細について

は、第 10 節「総受益者通知に係る手続」

参照。 

 

４．振替口座簿の記載又は記録の抹消 

（１）振替口座簿の記載又は記録の全部抹消 

    機構及び口座管理機関は、償還金支払日の業務開始時（午前９時）に、その備える振替口座簿におけ

（277 条の６の４、施 355 条の６の５） 

※ 振替口座簿の記載又は記録の抹消手

続きについては、第５節「抹消手続」５．
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内        容 備   考 

る取扱廃止銘柄についての全部の記載又は記録を抹消する。 

 

参照。 

※ 償還金が信託終了日から 40 日以内に

支払われない場合（第１の１．⑦の通

知が行われ、第２章第 16節（10）に準

じた取扱いが行われる場合を除く）に

は、信託終了日から 40日を経過した日

に、第４ ２．に基づき振替口座簿の記

載又は記録の抹消を行う。 

 

（２）処理結果の通知 

ａ 発行者への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前７時から午後８時までの間に、発行者に対して、統合Ｗｅｂ端末からのＣ 

ＳＶファイルダウンロードにより、「口座処理結果ファイル（処理明細）」を通知する。 

 

ｂ 機構加入者への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前３時から午後８時までの間に、機構加入者に対して、ファイル伝送により、 

「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」を通知する。 

 

ｃ 受益者名簿管理人への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前３時から午後８時までの間に、受益者名簿管理人に対して、ファイル伝送

により、「口座処理結果ファイル（処理明細）」を通知する。 

 

 

第４ 償還を伴わない取扱廃止手続 

１．機構による取扱廃止に係る通知 

（１）発行者への取扱廃止に係る通知 

機構は、振替投資信託受益権についての取扱いを廃止することとしたときは、速やかに、発行者に対

し、Target 保振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 取扱廃止銘柄 

② 取扱廃止日 

 

 

（２）機構加入者及び間接口座管理機関への通知 

機構は、振替投資信託受益権についての取扱いを廃止することとしたときは、あらかじめ、機構加入

者及び間接口座管理機関に対し、Target 保振サイトにより、次に掲げる事項を通知する。 

① 取扱廃止銘柄 
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内        容 備   考 

② 取扱廃止日 

③ 取扱最終日 

④ 受益者確定日 

⑤ その他必要な事項 

 

 

 

※ 「その他必要な事項」とは、取扱廃止

日に取扱いを廃止する銘柄についての

振替口座簿の記録はすべて抹消する旨

等の事項である。 

 

（３）機構による総受益者通知日程案内 

機構は、受益者確定日（取扱廃止日の前日）（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）

の前営業日から起算して５営業日前の日に、総受益者通知日程案内を機構加入者及び受託会社に通知す

る。 

ａ 通知手段 ファイル伝送又は統合Ｗｅｂ端末（画面照会） 

ｂ 取扱時間  

（ａ）ファイル伝送  受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前

営業日から起算して５営業日前の日の午前３時から午後８時まで 

（ｂ）統合Ｗｅｂ端末 受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前

営業日から起算して５営業日前の日の午前７時から午後８時まで 

※受益者確定日（当該受益者確定日が休業日の場合には、その前営業日）の前営業日から起算して５

営業日前の日から受益者確定日の７ヶ月後の日まで、統合Ｗｅｂ端末による照会は可能。 

 

ｃ 主な通知事項 

① 取扱廃止銘柄 

② 総受益者通知事由（増減資等の種別） 

③ 配分明細区分 

④ 日程案内（総受益者報告対象口数通知日、総受益者報告データ報告日（自/至）、総受益者通知 

日等） 

⑤ 全部抹消日 

⑥ 受益者確定日 

 

（業 283 条の３） 

※ 直接口座管理機関は、機構から総受益

者通知日程案内を受けたときは、直ち

に、その直近下位機関に必要な事項を通

知する。当該通知を受けた口座管理機関

も同様とする。 

 

２．振替口座簿の記載又は記録の抹消 

（１）振替口座簿の記載又は記録の全部抹消 

 機構及び口座管理機関は、取扱廃止日の業務開始時（午前９時）に、その備える振替口座簿における

取扱廃止銘柄についての全部の記載又は記録を抹消する。 

 

（業 284 条） 
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内        容 備   考 

（２）処理結果の通知 

ａ 発行者への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前７時から午後８時までの間に、発行者に対して、統合Ｗｅｂ端末からのＣ 

ＳＶファイルダウンロードにより、「口座処理結果ファイル（処理明細）」を通知する。 

 

ｂ 機構加入者への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前３時から午後８時までの間に、機構加入者に対して、ファイル伝送により、 

「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」を通知する。 

 

ｃ 受益者名簿管理人への処理結果の通知 

機構は、取扱廃止日の午前３時から午後８時までの間に、受益者名簿管理人に対して、ファイル伝送

により、「口座処理結果ファイル（処理明細）」を通知する。 

 

 

３．直接口座管理機関による総受益者報告 

直接口座管理機関は、機構からの総受益者通知日程案内に従い、受益者確定日（取扱廃止日の前日）にお

いて振替口座簿に記録されている加入者ごとの取扱廃止銘柄である振替投資信託受益権の口数に係る情報

を、受益者確定日の翌営業日及びその翌営業日において「総受益者報告データ」として機構に通知する。 

 

（業 283 条の５） 

※ 総受益者報告の手続の詳細について

は、第 10 節「総受益者通知に係る手続」

参照。 

 

４．機構による総受益者通知 

機構は、受益者確定日（取扱廃止日の前日）における取扱廃止銘柄の受益者について、受託会社に対し、

受益者確定日の翌営業日から起算して３営業日目の日に総受益者通知を行う。 

 

（業 283 条の６） 

※ 総受益者通知の手続の詳細について

は、第 10 節「総受益者通知に係る手続」

参照。 

以 上 
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第 14 節 振替投資信託受益権の総口数等の公示 

 

内        容 備   考 

 

１．公示の時期 

機構は、振替投資信託受益権について新規記録を行った場合又は信託の併合により新たな銘柄の振替投資

信託受益権について増加の記録をした場合には、発行者からの銘柄情報の通知に基づき、新規記録日又は受

益者確定日（信託併合効力発生日の前日）の翌々営業日に、振替投資信託受益権の内容及び総口数を機構ホ

ームページにおいて公示する。 

 

２．公示の内容 

（１）振替投資信託受益権の銘柄 

（２）投資信託契約締結当初の信託の元本の額及び振替投資信託受益権の総口数 

（３）受託会社の商号 

（４）委託者指図型投資信託の振替投資信託受益権にあっては、委託者の商号（当該委託者が適格投資家向

け投資運用業を行うことにつき金融商品取引法第29条の登録を受けた金融商品取引業者であるときは、そ

の旨を含む。） 

（５）振替投資信託受益権の口数 

（６）委託者非指図型投資信託にあっては、合同して運用する元本の総額及びこれに相当する口数 

（７）信託契約期間 

（８）信託の元本の償還及び収益の分配の時期及び場所 

（９）受託会社及び委託者の受ける信託報酬その他の手数料の計算方法並びにその支払の方法及び時期 

（10）公募、適格機関投資家私募、特定投資家私募又は一般投資家私募の別 

（11）元本の追加信託をすることができる委託者指図型投資信託の振替投資信託受益権については、追加信

託をすることができる元本の限度額 

（12）委託者が運用の指図に係る権限を委託する場合においては、当該委託者がその運用の指図に係る権限  

を委託する者の商号又は名称（当該者が適格投資家向け投資運用業を行うことにつき金融商品取引法第29

条の登録を受けた金融商品取引業者であるときは、その旨を含む。）及び所在の場所 

（13） 受託会社が運用に係る権限を委託する場合においては、当該受託会社がその運用に係る権限を委託

する者の商号又は名称（当該者が適格投資家向け投資運用業を行うことにつき金融商品取引法第29条の登

録を受けた金融商品取引業者であるときは、その旨を含む。）及び所在の場所 

（14）(12)及び(13)の場合における委託に係る費用 

（15）委託者が運用の指図に係る権限を委託する場合又は受託会社が運用に係る権限を委託する場合におけ 

 

（業 285 条、施 357 条） 

※ 新規記録日の翌営業日以降、新規記録

を行った銘柄の取扱を廃止するまで公

示を行う。 
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内        容 備   考 

るその委託の内容 

（16）証券投資信託のうち、次に掲げるもの以外については、投資信託約款に定める買取り又は償還の価額

が当該信託の元本を下回ることとなる場合においても当該価額を超える価額によって買取り又は償還を

行うことはない旨の表示 

イ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 13条第２号イに規定する公社債投資信託 

ロ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 13条第２号ロに規定する親投資信託 

ハ 前イ及びロに掲げるもののほか、その設定当初の投資信託約款に別段の定めのあるもの 

（17）振替投資信託受益権の総口数 

（18）その他機構が定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (17)については、総口数に増減があっ

た都度、増減のあった日の翌営業日に

更新する。 

 

以上 
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第 15 節 特例投資信託受益権の移行に係る取扱い 
 

内        容 備   考 

１．移行申請（個別移行方式） 

特例投資信託受益権について権利を有する受益者（以下、単に「受益者」という。）が、その有する特

例投資信託受益権の移行申請を行う場合には、自らが加入者として口座を開設する口座管理機関に対し

て、機構への移行申請を委任する。 

なお、移行申請の委任を受けた口座管理機関が間接口座管理機関である場合には、その上位の機構加入

者に対して移行申請手続を委任する。 

 

 

 

 

 

 

 

２．口座管理機関による移行申請 

（１）個別移行の日程調整 

    移行申請に際し、口座管理機関は、移行日の前営業日の正午までに機構に対し、受益証券の持込みス

ケジュール、持込み枚数等について電話にて連絡を行い、機構と個別移行の日程を調整後、「移行申請

連絡票」を Target 保振サイトにて提出する。 

 

（２）受益証券の有効性の確認 

    移行申請を行う口座管理機関は、受益証券が以下に掲げる各項目に該当しないことを確認する。 

① 公示催告の申立て中である受益証券 

② 除権決定がなされた受益証券 

③ 偽造又は変造された受益証券 

④ 汚損又は毀損している受益証券 

⑤ 口数の表示が現在の投資信託受益権の内容と異なる受益証券 

 

 （３）機構に対する個別移行申請書等の提出 

    口座管理機関は、移行日の正午までに、機構に対して、Target 保振サイトにて個別移行申請書及び振

替口座簿記録データを提出することにより、移行申請を行う。 

（業附 24条 1項から５項まで） 

※ 個別移行の処理フローについては、参

考 18参照。 

※ 受益者は、移行申請を委任した口座管

理機関に開設した口座以外の口座を移

行先口座として指定することはできな

い。 

※ 間接口座管理機関が機構に対して直

接移行申請を行うことも認めるが、その

場合、振替口座簿記録予定日や受益証券

の口数等の情報について、上位機関に通

知しておく必要がある。 

 

 

※ 事務上の制約から、一定数量以上の受

益証券の移行申請については、必ずしも

希望どおりに移行申請を受け付けるこ

とができない場合もある。 

 

※ 移行申請を行う口座管理機関は、必要

に応じて受益証券の発行者に対しても

受益証券の有効性の確認を行う。 

※ 移行申請を行う口座管理機関は、マイ

クロフィルム等により受益証券の記番

号を記録する。 

 

 

（業附 24 条６項から 10 項まで、施附 24

条） 

※ 移行申請データは機構が Target 保振
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内        容 備   考 

個別移行申請書の記載項目は次のとおりとする。 

    ① 申請取扱者コード（移行申請取扱口座管理機関の口座管理機関コード） 

    ② 銘柄コード 

    ③ 銘柄名 

④ 受益証券の券種 

⑤ 受益証券の枚数 

⑥ 特例投資信託受益権の口数 

⑦ 特例投資信託受益権の記録先の機構加入者コード 

 

 

 

 

振替口座簿記録データの記載項目は次のとおりとする。 

① 申請取扱者コード（移行申請取扱口座管理機関の口座管理機関コード） 

② 銘柄コード 

③ 特例投資信託受益権の口数 

④ 特例投資信託受益権の記録先の機構加入者コード 

⑤ 振替口座簿記録日 

⑥ 信託財産表示区分 

 

（４）機構に対する受益証券等の提出 

    口座管理機関は、移行日の正午までに、機構に対して、提出書類等明細書、受益証券及び振替受入簿

データを提出する。 

振替受入簿データの記載項目は次のとおりとする。 

① 申請取扱者コード（移行申請取扱口座管理機関の口座管理機関コード） 

② 銘柄コード 

③ 特例投資信託受益権の券種 

④ 特例投資信託受益権の記録先の機構加入者コード 

⑤ 受益者の氏名又は名称及び住所 

⑥ 振替口座簿記録日 

⑦ 受益証券の記番号 

 

サイト上で提供する「特例 CB・特例 ETF 

移行申請データ作成ツール」により作成

する（Target 保振サイトの「書類ダウン

ロード」に掲載の「特例新株予約権付社

債及び特例投資信託受益権の移行手続」

参照。）。 

※ 振替口座簿記録データ及び振替受入

簿データの作成方法については「株式等

振替システム 参考資料（特例新株予約

権付社債の移行申請データの作成方法

について）」参照。 

 

※ 同一銘柄の移行申請に際して、受益者

が複数となる場合には、受益者ごとに振

替口座簿記録データを作成する。 

 

 

 

 

 

※ 口座管理機関の担当者は、受益証券を

機構に提出する際、身分証明書を提示す

る。身分証明書の不携帯の場合には、移

行申請を受け付けない。 

※ Target 保振サイトにて個別移行申請

書等が提出されていない場合、又は提

出された受益証券等に不備がある場合

には、機構は移行申請を受け付けない。 

※ 機構は、振替口座簿記録データの内容

が正しいことを確認した後に、受益証

券等を受領する。 
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内        容 備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．振替受入簿への記録 

    機構は、口座管理機関から受け付けた移行申請の内容を確認の上、移行日に、その申請内容に基づき、振

替受入簿への記録を行う。 

 

４．振替口座簿への記録 

機構は、振替口座簿記録データに基づき、移行日の振替処理終了時（午後３時 30 分）に、振替口座簿へ

増加の記録を行う。 

 

 

 

（１）機構が移行先口座を開設している場合の手続 

機構は、移行日の振替処理終了時（午後３時 30 分）において、機構加入者の自己口への増加の記

録を行う。 

 

（２）口座管理機関が移行先口座を開設している場合の処理 

ａ 機構による顧客口への記録 

機構は、移行日の振替処理終了時（午後３時 30 分）において、機構加入者の顧客口への増加の

記録を行う。 

 

ｂ 口座管理機関による移行先口座への記録 

口座管理機関は、移行日の振替処理終了時（午後３時 30 分）において、移行先口座への増加の

記録を行う。間接口座管理機関が移行先口座を開設している場合には、その上位の口座管理機関は、

※ 振替受入簿データは Target 保振サイ

トにより提出する。 

※ 振替口座簿記録日の日付は、移行日と

する。 

※ 提出書類等明細書については、機構ホ

ームページに掲載の書式を参照。 

 

 

 

 

※ 振替口座簿記録データの読込み時に、

当該データの不備等が判明した場合に

は、機構は、移行申請を行った口座管理

機関に不備内容を連絡し、振替口座簿記

録データの再提出を依頼する。 

 

（業附 25条） 

 

 

 

 

（業附 27条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施附 25条） 
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内        容 備   考 

間接口座管理機関の口座の顧客口への増加の記載又は記録を行うとともに、必要事項を間接口座管

理機関に通知する。 

 

５．振替受入簿への記録済通知 

機構は、３．において、振替受入簿への記録を行った場合には、受益証券の発行者に対し、無効処理済の 

受益証券を郵送することで、振替受入簿への記録を行った旨の通知を行う。 

 

 

 

 

 

 

６．振替口座簿への記録済通知 

（１）移行日当日における処理結果の通知 

機構は、移行日の午後３時３０分以降に、発行者に対し統合Ｗｅｂ端末により、機構加入者及び受益

者名簿管理人に対し統合Ｗｅｂ端末及びオンラインリアルタイム接続により、「新規記録済通知」を配

信することで、振替口座簿へ記録した特例投資信託受益権の口数等の通知を行い、発行者、機構加入者

及び受益者名簿管理人は移行内容を確認する。 

 

 （２）機構加入者への処理結果の通知 

機構は、移行日の翌営業日の午前３時から午後８時までの間に、４．において振替口座簿へ増加記録

をした機構加入者に対して、ファイル伝送により、「帳表ファイル（機構加入者別口座処理明細表）」を

通知することで、振替口座簿へ記録した特例投資信託受益権の口数等の通知を行い、機構加入者は、当

該ファイルにより移行内容の確認を行う。 

 

（３）受益者名簿管理人への処理結果の通知 

機構は、移行日の翌営業日の午前３時から午後８時までの間に、受益者名簿管理人に対して、ファイ

ル伝送により、「口座処理結果ファイル（処理明細）」を通知することで、振替口座簿へ記録した特例投

資信託受益権の口数等の通知を行い、受益者名簿管理人は、当該ファイルにより移行内容の確認を行う。 

 

７．移行申請に係る受付制限 

機構は、必要があると認める場合には、特例投資信託受益権に係る振替受入簿への記録をすることができ

※ 受益証券の郵送は、４．の振替口座簿

記録データの読込完了を確認した上で、

原則、移行日に行う。 

※ 発行者は、搬送された無効処理済みの

受益証券について、精査を行った上で、

受益証券台帳に移行済情報を反映させ

る。 

 

（業附 27条、施附 27 条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業附 26条） 
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 5－15－5 

内        容 備   考 

ない日を定めることができる。この場合において、機構は、あらかじめ、機構加入者及び間接口座管理機関

に対し、Target 保振サイトにより、以下の事項を通知する。 

① 銘柄コード 

② 銘柄名 

③ 制限日 

④ その他機構が必要と認める事項 

 

８．発行者による通知 

特例投資信託受益権を発行する発行者は、以下に掲げる事項が生じた場合には、機構に対し Target 保振 

サイトにより、通知を行う。 

① 特定の特例投資信託受益権について、移行対象となる受益証券が存在しなくなった場合 

② 無効処理済受益証券返還場所に係る情報に変更が生じた場合 

 

以上 
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振替投資信託受益権の新規記録に係る処理フロー 

 

１．機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合【新規記録の早期化の条件を満たさない場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

 

S-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S 

（9:00～ 

15:30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

・発行者は 10:30 までに新規記録情報通

知を行う。 

・機構加入者及び受託会社は、10:30 ま

でに発行口記録情報通知の内容を確認

し、その内容に相違がある場合には、速

やかに発行者に対して連絡を行う。 

・信託財産の一部として、機構取扱対象

株式等以外の財産の拠出がある場合に

は、機構加入者は 13:00 までに拠出を行

う。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

 

 

 

     

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

 
 

⑮新規記録 
 
 

⑪新規記録情報通知 

⑬発行口記録情報通知 

⑯新規記録済通知 
⑯新規記録済通知 ⑯新規記録済通知 

⑭信託設定済通知 

 
⑰処理結果ファイル作成 

 

⑱口座処理結果ファイル（7:00～20:00） ⑱帳表ファイル 
⑱口座処理結果ファイル 

⑨機構取扱対象株式等
の口座振替 

販売会社→受託会社 

⑩帳表ファイル ⑩帳表ファイル 

 

⑬発行口記録情報通知 

⑤振替請求受付 
⑥設定口数等照合 

⑦設定口数等連絡 

⑧信託設定指図 

 
 

⑫発行口への記録 
 
 

⑬発行口記録情報通知 

基準価額 
適用日 

信託設定日 

①１ユニット当たりの株式バスケットの提示 

②取得申込 ③設定連絡 

④機構取扱対象株式等の 
先日付振替請求 

 参考１ 
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２．機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合【新規記録の早期化の条件を満たす場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

 

S-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S 

（9:00～ 

12:00） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・発行者は 10:30 までに新規記録情報通

知を行う。 

・機構加入者及び受託会社は、10:30 ま

でに発行口記録情報通知の内容を確認

し、その内容に相違がある場合には、速

やかに発行者に対して連絡を行う。 

・発行者は、10:00 までに機構加入者か

ら設定資産である金銭の着金確認がで

きたものに限り、11:00 までに受託会社

に対して「設定連絡表」を送付する。 

・受託会社は、10:30 までに機構加入者

から設定資産である機構取扱対象株式

等の振替確認ができたもので、かつ、

11:00 までに発行者から「設定連絡表」を

受領したものに限り、12:00（正午）までに

「信託設定済通知」を送信する。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

 

 

 

     

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 
 

⑮新規記録 
 
 

⑪新規記録情報通知 

⑬発行口記録情報通知 

⑯新規記録済通知 
⑯新規記録済通知 ⑯新規記録済通知 

⑭信託設定済通知 

 
⑰処理結果ファイル作成 

 

⑱口座処理結果ファイル（7:00～20:00） ⑱帳表ファイル 
⑱口座処理結果ファイル 

⑨機構取扱対象株式等
の口座振替 

販売会社→受託会社 

⑩帳表ファイル ⑩帳表ファイル 

 

⑬発行口記録情報通知 

⑤振替請求受付 
⑥設定口数等照合 

⑦設定口数等連絡 

⑧信託設定指図 

 
 

⑫発行口への記録 
 
 

⑬発行口記録情報通知 

基準価額 
適用日 

信託設定日 

①１ユニット当たりの株式バスケットの提示 

②取得申込 ③設定連絡 

④機構取扱対象株式等の 
先日付振替請求 

 参考２ 
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３．機構取扱対象株式等の拠出によって新規記録される場合【ＪＳＣＣが債務引受けを行う場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者（販売会社） 

（現物清算参加者） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 
JSCC 

発行者（委託者） 

（ＥＴＦ特別清算参加者） 

受託会社（注） 

（登録ＥＴＦ信託銀行） 
受益者名簿管理人 備考 

～ 

S-2 

申込日・ 

基準価額

確定日 

  

 

     ・JSCC が指定するプラットフォーム上の

ETF の設定手続きについてはプラットフォ

ーム運営者が定める ETF 設定・交換プラ

ットフォーム事務処理要領参照。 

S-1 

（3:00～

20:00） 

 

 

（9:00～

15:30） 

      ・本フローでは以下のケースを対象として

いる。 

 信託財産として、機構取扱対象株

式等と機構取扱対象株式等以外の

財産（金銭）の拠出がある 

・実際の決済では、機構加入者と JSCC

間の授受は、JSCC における他の取引と

のネッティングにより受方・渡方が決まる

ことになる。 

・ETF の設定・交換に係る JSCC の清算

については、JSCC の「株式等のＤＶＰ決

済事務処理要領」及び「ＥＴＦ設定・交換

決済事務処理要領（ＥＴＦ特別清算参加

者・登録信託銀行向け）」参照。 

・③の通知の「新規記録をすべき口座に

係る機構加入者コード」には、JSCC の指

定する口座（JSCC（設定用口座））を設定

する。 

・受託会社は⑤の通知の内容を確認し、

その内容に相違がある場合には、速や

かに発行者に対して連絡を行う。 

②振替請求受付 

④発行口への記録 

（JSCC（設定用口座）） 

③新規記録情報通知 

⑤発行口記録情報通知 

①ETF・機構取扱対象株式等

の振替請求（市場取引） 

⑤発行口記録情報通知 

⑤発行口記録情報通知 

参考３ 

 

 

JSCC が指定するプラットフォーム上の ETF の設定手続き 
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S 

（9:00～ 

13：00） 

信託設定

日 

 

 

   

 

  ・受託会社は、JSCC の定めるところによ

り、⑥の通知を送信する。 

・ETF は、JSCC（設定用口座）に新規記

録される。 

・S 日の各口座振替（⑨⑪⑬）のタイミン

グは JSCC の DVP 決済の処理による。 

・機構加入者は、JSCC の定めるところに

より、⑬の口座振替が実行されるように

対処する（JSCC の定める⑬の口座振替

の時限は 13:00）。 

・13:00 に行われるネットデビット処理にお

いて⑯の口座振替は実行される。JSCC

は当該振替が実行されるように⑮の通知

を送信する。 

・機構加入者はＪＳＣＣに対し、金銭の拠

出を、ＪＳＣＣの定める時限（13:00、追加

支払いが発生した場合は 14：15）までに

行う。その後、ＪＳＣＣは受託会社に対し

金銭の拠出を行う（14：45～）。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

      ・左記は新規記録の処理結果ファイルを

図示している。 

           機構システム            機構システム外 

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ETF の口座振替 

⑦新規記録 

（JSCC（設定用口座）） 

⑥信託設定済通知 

⑧新規記録済通知 
⑧新規記録済通知 ⑧新規記録済通知 

JSCC（設定用口座）→ 

JSCC（00 口座） 

⑪ETF の口座振替 

JSCC（00 口座）→ 

機構加入者 

⑬機構取扱対象株
式等の口座振替 

⑯機構取扱対象株

式等の口座振替 
⑮現金差入担保入金通知 

⑩振替済通知 

⑫振替済通知 

⑰振替済通知 

⑳処理結果ファイル

作成 

㉑帳表ファイル 
㉑口座処理結果ファイル 

㉑口座処理結果ファイル 

機構加入者→ 

JSCC（00 口座） 

JSCC（00 口座）→ 

受託会社 

⑭振替済通知 

⑱機構取扱対象株式等 
以外の財産（金銭）の拠出 

⑲機構取扱対象株式等 
以外の財産（金銭）の拠出 （14:45～） 
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４．機構取扱対象株式等以外の財産の拠出によって新規記録される場合【新規記録の早期化の条件を満たさない場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

S-1  

 

  

 

  ・S-1 日に設定口数等照合及び設定口

数等連絡を行う場合もある。 

 

 

 

 

S 

（9:00～ 

15:30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

・発行者は 10:30 までに新規記録情報通

知を行う。 

・機構加入者及び受託会社は、10:30 ま

でに発行口記録情報通知の内容を確認

し、その内容に相違がある場合には、速

やかに発行者に対して連絡を行う。 

・機構加入者は 13:00 までに機構取扱対

象株式等以外の財産の拠出を行う。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

 

 

 

 

     

           機構システム            機構システム外     

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

 

 
⑦発行口への記録 

 

 

 
 

⑪新規記録 

 
 

⑥新規記録情報通知 

⑧発行口記録情報通知 
⑧発行口記録情報通知 ⑧発行口記録情報通知 

 

⑫新規記録済通知 

⑫新規記録済通知 ⑫新規記録済通知 

⑩信託設定済通知 

 
⑬処理結果ファイル作成 

⑭口座処理結果ファイル（7:00～20:00） 
⑭帳表ファイル 

⑭口座処理結果ファイル 

④設定口数等連絡 

⑤信託設定指図 

基準価額 
適用日 

信託設定日 

①１ユニット当たりの拠出金額の提示 

②取得申込 ③設定連絡 

⑨機構取扱対象株式等 

以外の財産拠出 

 参考４ 
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５．機構取扱対象株式等以外の財産の拠出によって新規記録される場合【新規記録の早期化の条件を満たす場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

S-1  

 

  

 

  ・S-1 日に設定口数等照合及び設定口

数等連絡を行う場合もある。 

 

 

 

 

S 

（9:00～ 

12:00） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

・発行者は 10:30 までに新規記録情報通

知を行う。 

・機構加入者及び受託会社は、10:30 ま

でに発行口記録情報通知の内容を確認

し、その内容に相違がある場合には、速

やかに発行者に対して連絡を行う。 

・発行者は、10:00 までに機構加入者か

ら設定資産である金銭の着金確認がで

きたものに限り、11:00 までに受託会社

に対して「設定連絡表」を送付する。 

・受託会社は、11:00 までに発行者から

「設定連絡表」を受領したものに限り、

12:00（正午）までに「信託設定済通知」を

送信する。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

 

 

 

 

     

           機構システム            機構システム外     

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

 

 
⑦発行口への記録 

 

 

 
 

⑪新規記録 

 
 

⑥新規記録情報通知 

⑧発行口記録情報通知 
⑧発行口記録情報通知 ⑧発行口記録情報通知 

 

⑫新規記録済通知 

⑫新規記録済通知 ⑫新規記録済通知 

⑩信託設定済通知 

 
⑬処理結果ファイル作成 

⑭口座処理結果ファイル（7:00～20:00） 
⑭帳表ファイル 

⑭口座処理結果ファイル 

④設定口数等連絡 

⑤信託設定指図 

基準価額 
適用日 

信託設定日 

①１ユニット当たりの拠出金額の提示 

②取得申込 ③設定連絡 

⑨機構取扱対象株式等 

以外の財産拠出 

 参考５ 
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６．機構取扱対象株式等以外の財産の拠出によって新規記録される場合【ＪＳＣＣが債務引受けを行う場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者（販売会社） 

（現物清算参加者） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 
JSCC 

発行者（委託者） 

（ＥＴＦ特別清算参加者） 

受託会社（注） 

（登録ＥＴＦ信託銀行） 
受益者名簿管理人 備考 

～ 

S-2 

申込日 

 

      ・JSCC が指定するプラットフォーム上の

ETF の設定手続きについてはプラットフォ

ーム運営者が定める ETF 設定・交換プラ

ットフォーム事務処理要領参照。 

S-1 

基準価額

確定日 

（3:00～

20:00） 

 

 

（9:00～

15:30） 

      ・本フローでは以下のケースを対象として

いる。 

 信託財産として、機構取扱対象株

式等以外の財産（金銭）のみが拠

出される 

・実際の決済では、機構加入者と JSCC

間の授受は、JSCC における他の取引と

のネッティングにより受方・渡方が決まる

ことになる。 

・ETF の設定・交換に係る JSCC の清算

については、JSCC の「株式等のＤＶＰ決

済事務処理要領」及び「ＥＴＦ設定・交換

決済事務処理要領（ＥＴＦ特別清算参加

者・登録信託銀行向け）」参照。 

・③の通知の「新規記録をすべき口座に

係る機構加入者コード」には、JSCC の指

定する口座（ＪＳＣＣ（設定用口座））を設

定する。 

・受託会社は、⑤の通知の内容を確認

し、その内容に相違がある場合には、速

やかに発行者に対して連絡を行う。 

④発行口への記録 

（JSCC（設定用口座）） 

②振替請求受付 

③新規記録情報通知 

①ETF の振替請求 

（市場取引） 

⑤発行口記録情報通知 
⑤発行口記録情報通知 

⑤発行口記録情報通知 

JSCC が指定するプラットフォーム上の ETF の設定手続き 

参考６ 
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S 

（9:00～ 

13：00） 

信託設定

日 

 

 

     ・受託会社は、JSCC の定めるところによ

り、⑥の通知を送信する。 

・ETF は、JSCC（設定用口座）に新規記

録される。 

・S 日の各口座振替（⑨⑪）のタイミング

は JSCC の DVP 決済の処理による。 

・機構加入者はＪＳＣＣに対し、金銭の拠

出を、JＳＣＣの定める時限（13:00、追加

支払いが発生した場合は 14：15）までに

行う。その後、ＪＳＣＣは受託会社に対し

金銭の拠出を行う（14:45～）。 

 

 

 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

      ・左記は新規記録の処理結果ファイルを

図示している。 

           機構システム            機構システム外 

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

⑨ETF の口座振替 

⑦新規記録 

（JSCC（設定用口座）） 

⑥信託設定済通知 

⑧新規記録済通知 
⑧新規記録済通知 

⑧新規記録済通知 

JSCC（設定用口座）→ 

JSCC（00 口座） 

⑪ETF の口座振替 

JSCC（00 口座）→ 

機構加入者 

⑩振替済通知 

⑫振替済通知 

⑮処理結果ファイル
作成 

⑯帳表ファイル 
⑯口座処理結果ファイル 

⑯口座処理結果ファイル 

⑬機構取扱対象株式等 
以外の財産拠出 

⑭機構取扱対象株式等 
以外の財産拠出 （14:45～） 
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振替投資信託受益権の交換時抹消に係る処理フロー 

 

１．交換時抹消（機構取扱対象株式等と交換される場合） 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

T 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S-2(T+1) 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

S-1(T+2) 

（9:00～ 

14:30） 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

以下の処理はすべて 14：30 までに行う

必要がある。 

・交換時抹消予定情報通知の通知。 

・抹消済通知（抹消口記録）の確認。 

・抹消済通知（抹消口記録）の内容に相

違があった場合の発行者及び受託会社

から機構加入者に対する連絡。 

・交換時抹消予定情報通知の取り消し

及び再通知。 

S(T+3) 

（3:00～ 

20:00） 

 

（9:00～ 

15:30） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

S+1(T+4) 

（3:00～ 

20:00） 

     

 

 

 

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

参考７ 

⑦交換時抹消予定情報通知 

⑨抹消済通知 
（抹消口記録） 

⑫機構取扱対象株式等
の口座振替 

販売会社←受託会社 

⑨抹消済通知 
（抹消口記録） 

④交換口数・交換株式等照合 

⑤交換口数・交換株式等連絡 

⑥信託一部解約指図 

 

 
⑧抹消口への記録 

 

 

⑨抹消済通知 

（抹消口記録） 

基準価額 

適用日 

⑪振替請求受付 

 
 

⑮抹消 

 
 

⑯抹消済通知 

⑭信託財産振替済通知 
（抹消申請） 

⑯抹消済通知 

⑱口座処理結果ファイル（7:00～20:00） ⑱帳表ファイル ⑱口座処理結果ファイル 

⑬帳表ファイル ⑬帳表ファイル 

⑯抹消済通知 

信託一部 

解約日 

 

⑰処理結果ファイル作成 

①交換口数・交換株式の提示 

②交換申込 ③交換連絡 

⑩機構取扱対象株式等の 
先日付振替請求 
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２．交換時抹消（機構取扱対象株式等と交換される場合）【ＪＳＣＣが債務引受けを行う場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者（販売会社） 

（現物清算参加者） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 
JSCC 

発行者（委託者） 

（ＥＴＦ特別清算参加者） 

受託会社（注） 

（登録ＥＴＦ信託銀行） 
受益者名簿管理人 備考 

～ 

S-2 

申込日 

基準価額

確定日 

  

 

     ・JSCC が指定するプラットフォーム上の

ETF の交換手続きについてはプラットフォ

ーム運営者が定める ETF 設定・交換プラ

ットフォーム事務処理要領参照。 

S-1 

（3:00～

20:00） 

      ・本フローでは以下のケースを対象として

いる。 

 ETF がその信託財産である機構取

扱対象株式等と交換される 

・実際の決済では、機構加入者と JSCC

間の授受は、JSCC における他の取引と

のネッティングにより受方・渡方が決まる

ことになる。 

・ETF の設定・交換に係る JSCC の清算

については、JSCC の「株式等のＤＶＰ決

済事務処理要領」、「ＥＴＦ設定・交換決済

事務処理要領（ＥＴＦ特別清算参加者・登

録信託銀行向け）」及び「非 DVP 決済に

係る事務処理要領」参照。 

参考８ 

②振替請求受付 
①ETF・機構取扱対象株

式等の振替請求 
（市場取引） 

 

 

JSCC が指定するプラットフォーム上の ETF の交換手続き 
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S 

（9:00～ 

13：00） 

信託設定

日 

 

 

      ・S 日の各口座振替（③⑤⑦）のタイミン

グは JSCC の DVP 決済の処理による。 

・受託会社は、JSCC の定めるところによ

り、③の口座振替が実行されるように対

処する。 

・機構加入者は、JSCC の定めるところに

より、⑦の口座振替が実行されるように

対処する（JSCC の定める⑦の口座振替

の時限は 13:00）。 

・13:00 に行われるネットデビット処理にお

いて⑩の口座振替は実行される。JSCC

は当該振替が実行されるように⑨の通知

を送信する。 

・ETF は、JSCC の指定する口座（JSCC

（交換用口座））に振替が行われた後に

抹消記録される。 

 

      ・⑩の口座振替により JSCC（交換用口

座）に記録された ETF のうち申込者に返

還すべき口数の ETF（残余返還分）につ

いては、非DVP決済の方法により機構加

入者に返還する。 

 

 

      

⑥振替済通知 

⑧振替済通知 
⑦ETF の口座振替 

機構加入者→ 

JSCC（00 口座） 

⑩ETF の口座振替 

JSCC（00 口座）→ 

JSCC（交換用口座） 

③機構取扱対象株
式等の口座振替 

⑤機構取扱対象株

式等の口座振替 

受託会社→ 

JSCC（00 口座） 

JSCC（00 口座）→ 

機構加入者 

⑨現金差入担保入金通知 

⑪振替済通知 

④振替済通知 

⑰抹消口への記録 

（JSCC（交換用口座）） 

⑲信託財産振替済通知（抹消申請） 

⑯交換時抹消予定情報通知 

⑳抹消 

（JSCC（交換用口座）） 

⑱抹消済通知（抹消口記録） 

㉑抹消済通知 

⑱抹消済通知（抹消口記録） 

⑱抹消済通知（抹消口記録） 

㉑抹消済通知 

㉑抹消済通知 

（13:00～ 

15:30） 

⑬振替請求受付 
⑫ETF（残余返還分）の 

当日振替請求 

⑭ETF（残余返還分）

の口座振替 

JSCC（交換用口座）→ 

機構加入者 

⑮振替済通知 ⑮振替済通知 
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S+1 

（3:00～ 

20:00） 

      ・左記は抹消の処理結果ファイルを図示

している。 

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

㉒処理結果ファイル
作成 

㉓帳表ファイル 

㉓口座処理結果ファイル 
㉓口座処理結果ファイル 
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３．交換時抹消（機構取扱対象株式等以外の財産と交換される場合） 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

T 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・S-1 日に交換口数・交換金額等照合及

び交換口数・交換金額等連絡を行う場

合もある。 

S-2(T+1) 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

S-1(T+2) 

（9:00～ 

14:30） 

 

 

 

    以下の処理はすべて 14：30 までに行う

必要がある。 

・交換時抹消予定情報通知の通知。 

・抹消済通知（抹消口記録）の確認。 

・抹消済通知（抹消口記録）の内容に相

違があった場合の発行者及び受託会社

から機構加入者に対する連絡。 

・交換時抹消予定情報通知の取り消し

及び再通知。 

 

 

S(T+3) 

（9:00～ 

15:30） 

 

     

 

 

 

 

・受託会社は 13:00 までに機構取扱対象

株式等以外の財産を交付する。 

S+1(T+4) 

（3:00～ 

20:00） 

     

 

 

 

           機構システム            機構システム外    

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

参考９ 

⑧抹消済通知 
（抹消口記録） 

⑧抹消済通知 

（抹消口記録） 

④交換口数・交換金額等連絡 

⑤信託一部解約指図 

⑧抹消済通知 

（抹消口記録） 

基準価額 
適用日 

 
 

⑪抹消 

 
 

⑫抹消済通知 

⑩信託財産振替済通知 
（抹消申請） 

⑫抹消済通知 

⑭口座処理結果ファイル（7:00～20:00） 
⑭帳表ファイル ⑭口座処理結果ファイル 

⑫抹消済通知 

信託一部 
解約日 

⑥交換時抹消予定情報通知 

 
⑬処理結果ファイル作成 

 
 

⑦抹消口への記録 
 
 

①交換口数・交換金額の提示 

②交換申込 ③交換連絡 

⑨機構取扱対象株式等以外の財産交付 
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４．交換時抹消（機構取扱対象株式等以外の財産と交換される場合）【ＪＳＣＣが債務引受けを行う場合の処理フロー】 

日程 
機構加入者（販売会社） 

（現物清算参加者） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 
JSCC 

発行者（委託者） 

（ＥＴＦ特別清算参加者） 

受託会社（注） 

（登録ＥＴＦ信託銀行） 
受益者名簿管理人 備考 

～ 

S-2 

申込日 

 

      ・JSCC が指定するプラットフォーム上の

ETF の交換手続きについてはプラットフォ

ーム運営者が定める ETF 設定・交換プラ

ットフォーム事務処理要領参照。 

S-1 

基準価額

確定日 

      ・本フローでは以下のケースを対象として

いる。 

 ETF がその信託財産である機構取

扱対象株式等以外の財産（金銭）と

交換される 

・実際の決済では、機構加入者と JSCC

間の授受は、JSCC における他の取引と

のネッティングにより受方・渡方が決まる

ことになる。 

・ETF の設定・交換に係る JSCC の清算

については、JSCC の「株式等のＤＶＰ決

済事務処理要領」及び「ＥＴＦ設定・交換

決済事務処理要領（ＥＴＦ特別清算参加

者・登録信託銀行向け）」参照。 

②振替請求受付 
①ETF の振替請求 

（市場取引） 

JSCC が指定するプラットフォーム上の ETF の交換手続き 

参考１０ 
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S 

（9:00～ 

13:00） 

信託設定

日 

 

 

     ・受託会社は、JSCC の定めるところによ

り、③の財産交付を行う。 

・機構加入者は、JSCC の定めるところに

より、④の口座振替が実行されるように

対処する（JSCC の定める⑦の口座振替

の時限は 13:00）。 

・13:00 に行われるネットデビット処理にお

いて⑦の口座振替は実行される。JSCC

は当該振替が実行されるように⑥の通知

を送信する。 

・ETF は、JSCC の指定する口座（JSCC

（交換用口座））に振替が行われた後に

抹消記録される。 

 

 

 

 

・ＪＳＣＣは機構加入者に対し金銭の拠出

を行う（14：45～）。 

S+1 

（3:00～ 

20:00） 

      ・左記は抹消の処理結果ファイルを図示

している。 

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

 

⑩抹消口への記録 

（JSCC（交換用口座）） 

⑫信託財産振替済通知（抹消申請） 

⑨交換時抹消予定情報通知 

⑬抹消 

（JSCC（交換用口座）） 

⑪抹消済通知（抹消口記録） 

⑭抹消済通知 

④ETF の口座振替 

機構加入者→ 

JSCC（00 口座） 

⑦ETF の口座振替 

JSCC（00 口座）→ 

JSCC（交換用口座） 

⑥現金差入担保入金通知 

⑧振替済通知 

⑤振替済通知 

⑪抹消済通知（抹消口記録） 
⑪抹消済通知（抹消口記録） 

⑭抹消済通知 
⑭抹消済通知 

⑯処理結果ファイル
作成 

⑰帳表ファイル 
⑰口座処理結果ファイル 

⑰口座処理結果ファイル 

③機構取扱対象株式等 

以外の財産交付 

⑮機構取扱対象株式等以外の財産交付 （14:45～） 

（13:00～ 

15:30） 
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振替投資信託受益権の解約時抹消に係る処理フロー 
 
解約時抹消 

日程 
機構加入者 

（販売会社） 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 

発行者 

（委託者） 
受託会社（注） 受益者名簿管理人 備考 

 
 

 

    

 

・機構システム外の処理順序及び日程

は参考事例である。 

 
     

 

 

T 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・S-1 日に一部解約口数・一部解約金額

等照合及び一部解約口数・一部解約金

額等連絡を行う場合もある。 

S-2(T+1) 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

S-1(T+2) 

（9:00～ 

14:30） 

 

 

 

    ・解約時抹消予定情報通知は、システム

上、交換時抹消予定情報通知を利用。 

 

以下の処理はすべて 14：30 までに行う

必要がある。 

・解約時抹消予定情報通知の通知。 

・抹消済通知（抹消口記録）の確認。 

・抹消済通知（抹消口記録）の内容に相

違があった場合の発行者及び受託会社

から機構加入者に対する連絡。 

・解約時抹消予定情報通知の取消し及

び再通知。 

 

 

S(T+3) 

（9:00～ 

15:30） 

 

     

 

 

 

 

・受託会社は 13:00 までに金銭を交付す

る。 

S+1(T+4) 

（3:00～ 

20:00） 

     

 

 

 

           機構システム            機構システム外  

 （注）受託会社（再信託受託）が受託会社（原受託）に代わって手続を行う場合には、受託会社（再信託受託）。 

⑧抹消済通知 

（抹消口記録） 

⑧抹消済通知 
（抹消口記録） 

④一部解約口数・一部解約金額等連絡 

⑤信託一部解約指図 

⑧抹消済通知 

（抹消口記録） 

基準価額 
適用日 

 
 

⑪抹消 

 
 

⑫抹消済通知 

⑩信託財産振替済通知 
（抹消申請） 

⑫抹消済通知 

⑭口座処理結果ファイル（7:00～20:00） 
⑭帳表ファイル ⑭口座処理結果ファイル 

⑫抹消済通知 

信託一部 
解約日 

⑥解約時抹消予定情報通知 

 

⑬処理結果ファイル作成 

 

 
⑦抹消口への記録 

 

 

①一部解約口数・一部解約金額の提示 

②一部解約申込 ③一部解約連絡 

⑨金銭の交付 

参考１１ 
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振替投資信託受益権（ＥＴＦ）に係る新規記録の早期化の条件等
参考１２

１．新規記録の早期化の対象

下表の条件を満たしたものに限り、新規記録の早期化の対象とする。なお、いずれかの条件を満たさなかった場合には、新規記録
の早期化の対象とはせず、オンライン終了時限の午後３時３０分までに新規記録を行う。

○ 発行者は、午前１０時００分までに設定資産である金銭の着金確認ができたものに限り、午前１１時００分までに受託会社に「設定連絡
表」を送付する。

○ 受託会社は、金銭設定型ＥＴＦについて、午前１１時００分までに発行者から「設定連絡表」を受領したものに限り、午前１２時００分
（正午）までに「信託設定済通知」を送信する。

○ 受託会社は、現物設定型ＥＴＦについて、午前１０時３０分までに設定資産である振替株式等の振替の確認ができたもので、かつ、午前１
１時００分までに発行者から「設定連絡表」を受領したものに限り、午前１２時００分（正午）までに「信託設定済通知」を送信する。

○ 一の機構加入者（販売会社）について、同一日に、金銭設定型ＥＴＦと現物設定型ＥＴＦの設定がある場合には、現物設定型ＥＴＦの設定
資産である振替株式等について、午前１０時３０分までに受託会社への振替が完了していないときであっても、受託会社が、午前１１時００
分までに発行者から「設定連絡表」を受領しているときは、金銭設定型ＥＴＦについて新規記録の早期化の対象とする。

２．新規記録時間

午前１２時００分（正午）までに新規記録を行う。

３．設定資産である金銭の受領口座

発行者の要請に応じて、受託会社は「ＥＴＦ用の口座」と「一般投信（非上場投信）用の口座」を分けて開設する。

設定形態 設定資産である振替株式等 設定資産である金銭

金銭設定型ＥＴＦ
（投信法８条又は投信法
施行令１２条１号に該当
するＥＴＦ）

－

午前１０時００分まで
に発行者の設定用口座
に着金しているもの

※１設定形態にかかわらず、同
一日に一の発行者に係る複数銘
柄の設定がある場合、銘柄ごと
ではなく、機構加入者（販売会
社）ごとにすべての金銭の着金
が必要

現物設定型ＥＴＦ
（投信法施行令１２条２
号に該当するＥＴＦ）

午前１０時３０分まで
に受託会社への振替が
完了しているもの

※２同一日に複数銘柄の設
定がある場合、銘柄ごとで
はなく、機構加入者（販売
会社）ごとにすべての振替
株式等の振替が必要
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振替投資信託受益権の併合（又は分割）に係る処理フロー（注１）

（注１）振替株式の株式併合（又は株式分割）に係る標準処理日程に準じる。
（注２）システム上、「総株主通知日程案内」を利用する。
（注３）システム上、「新株式数申告」を利用する。

併合の日
Ｘ

日程

受
託
会
社

（
受
益
者
名
簿
管
理
人
）

口
座
管
理
機
関

機
構

決定後速やかに
（Ｘ－２週間まで）

～X-１ヶ月前 ～ Ｘ－１Ｘ－６ Ｘ＋３Ｘ＋１ Ｘ＋２

（注４）システム上、「総株主報告データ」を利用する。

（注５）システム上、「総株主通知データ」を利用し、受託会社に対して、振替法第121条の２第６項に基づく発行者に対する併合（又は分割）に係る振替投資信託受益権の
口数を通知する。発行者は受託会社に対して、「総受益者通知」を受領する権限をあらかじめ与えておく必要がある。

発
行
者

投
資
信
託
受
益
権

併
合
銘
柄
の
口
数

の
記
録

9：00に
記録する。

9：00に
記録する。

参考1３

1
5
：
0
0
～
2
0
：
0
0

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

総
受
益
者
通
知
日
程
案
内
（
注
２
）

投
資
信
託
受
益
権

併
合
銘
柄
の
口
数

の
計
算

投
資
信
託
受
益
権

併
合
銘
柄
の
口
数

の
計
算

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

新
投
資
信
託
受
益
権
口
数
申
告
（
注
３
）

総
受
益
者
報
告
デ
ー
タ
（
注
４
）

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

割
当
計
算

配
分
明
細
通
知
デ
ー
タ

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

総
受
益
者
通
知
デ
ー
タ
（
注
５
） 調

整
投
資
信
託
受

益
権
口
数
の
記
録

調
整
投
資
信
託

受
益
権
口
数
の

9：00に
記録する。

口
座
処
理
明
細
表

口
座
処
理
結
果

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

口
座
処
理
結
果

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

口
座
処
理
明
細
表

3
：
0
0
～
2
0
：
0
0

総
受
益
者
通
知
日
程
案
内
（
注
２
）

機
構
報
（
T
a
r
g
e
t
保
振
サ
イ
ト
）
に
よ
る
通
知

発
行
者
の
決
定
事
項
等
の
通
知

総
受
益
者
報
告
デ
ー
タ
（
注
４
）

9：00に
記録する。

投
資
信
託
受
益
権

併
合
銘
柄
の
口
数

の
記
録
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信託の併合に係る処理フロー（１／４）

（１）消滅投信・新設投信の双方が株式等振替制度の取扱い投信（ETF）である併合
⇒ 会社の吸収合併に準じた処理 （投資信託の併合は会社の新設合併に相当する形式で行われるが、

新規記録の時間を9:00とするため、システム処理は会社の吸収合併の機能を利用する）

日程 消滅投信 新設投信 機構 口座管理機関 備考

決定後速やかに

（X－２週間まで）

X－１ヶ月

X－６日

X－１日

受益者確定日

併合効力発生日

X

記録及び抹消は9:00に行
われる。

X＋１日

X＋２日

X＋３日

調整口数の記録は9:00に
行われる。

ETF
⇒

ETF

（消滅） （新設）

発行者の決定事項等の通知

機構による通知

総受益者通知日程案内（3：00～20：00）

新設投信の口数の計算新設投信の口数の計算

新受益権口数申告（3:00～20:00）

消滅投信の抹消

新設投信の口数の記録新設投信の口数の記録

消滅投信の抹消

総受益者報告データ（15:00～20:00）〔振替法第121条の3第6項の通知〕

口座処理結果（3:00～20:00）
口座処理明細表（3:00～20:00）

割当計算

総受益者通知（3:00～20:00） 〔振替法第121条の3第6項の通知〕 配分明細通知データ（3:00～20:00）

口座処理結果（3:00～20:00） 口座処理明細表（3:00～20:00）

調整口数の記録調整口数の記録

総受益者報告データ（3:00～20:00）〔振替法第121条の3第6項の通知〕

参考14
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（２）非振替投信が消滅し、株式等振替制度取扱い投信（ETF）が新設される併合

① 消滅する投信が記名受益権の場合 ⇒ 株式の新規記録に準じた処理

日程1 消滅投信 新設投信 機構 口座管理機関 消滅投信の受益者 備考

決定後速やかに
（X－１ヶ月の

２週間前まで）

X－１ヶ月

～
口座通知
取次ぎ
受付期間

X－７日

X－６日

事実上の口座
通知取次ぎ
受付停止期間

X－４日

X－３日

X－２日

X－１日

併合効力発生日

X
増加の記録は9:00に行
われる。

非
⇒

ETF

（消滅） （新設）

発行者の決定事項等の通知

機構による通知

振替法第121条で準用する同法第69条の2第1項の通知

訂正後の口座通知データ【最終日】

訂正後の口座通知情報データ【最終日】

口座通知データ【受付最終日】（3:00～20:00）

口座通知の
取次ぎ請求

口座通知情報データ【最終日】（3:00～14:00） 口座通知データ受付通知

口座通知情報確認結果（3:00～14:00） 口座通知情報確認結果データ（17:00～20:00）

新規記録通知データ（3:00～20:00）

入力処理内容通知（上記データ受信後直ちに）

新規記録通知情報データ（3:00～20:00）

新規記録処理結果（3:00～20:00）

増加の記録 増加の記録

実務上は新設
投信の受益者
名簿管理人が
当該データの
授受を行う。

新設投信の発行者が
制度参加していない
場合、同意書の提出
が必要

信託の併合に係る処理フロー（２／４） 参考15
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（２）非振替投信が消滅し、株式等振替制度取扱い投信（ETF）が新設される併合

② 消滅する投信が無記名受益権の場合 ⇒ 受益証券の提出を受け、都度新規記録

日程 消滅投信 新設投信 機構 口座管理機関 消滅投信の受益者 備考

決定後速やかに

（X－２週間まで）

新設投信の発行者が制
度参加していない場合、
同意書の提出が必要

X－１ヶ月

併合効力発生日

X 以降～

消滅投信の

受益証券が

提出され次第

都度対応

新設投信の発行
者の処理日程に
より変動

新設投信の発行
者の処理日程に
より変動

上記１営業日後

非
⇒

ETF

（消滅） （新設）

発行者の決定事項等の通知

機構による通知

受益証券の持参、口座情報伝達

口座情報、割当口数通知

新規記録情報通知（9:00～15:30）

口座処理結果ファイル（7:00～20:00）

発行口への記録

発行口記録情報通知（9:00～15:30）

信託設定済通知（9:00～15:30）

増加の記録

新規記録済通知（9:00～15:30）

帳票ファイル（3:00～20:00）

信託の併合に係る処理フロー（３／４） 参考16
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（３）株式等振替制度取扱い投信（ETF）が消滅し、非振替投信が新設される併合
⇒ 消滅投信の全部抹消処理

日程 消滅投信 新設投信 機構 口座管理機関 備考

決定後速やかに

（X－２週間まで）

X－１ヶ月

X－１２日

X－６日

X－１日

受益者確定日

併合効力発生日

X

記録の抹消は9:00に行わ
れる。

新設投信に係る受益証
券を受益者に交付する必
要があることから実施す
る。

X＋１日

X＋２日

ETF
⇒

非

（消滅） （新設）

発行者の決定事項等の通知（振替法第121条の4第1項の通知）

機構による通知

総受益者通知日程案内（3:00～20:00）

記録の全部の抹消 記録の全部の抹消

消滅投信の取扱廃止

口座処理結果（3:00～20:00） 口座処理明細表（3:00～20:00）

総受益者通知（3:00～20:00）

総受益者報告データ（15:00～20:00）

総受益者報告データ（3:00～20:00）

取扱廃止事前通知（3:00～20:00）

信託の併合に係る処理フロー（４／４） 参考17
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  特例投資信託受益権の個別移行に係る処理フロー 

 

 

 
口座管理機関 

証券保管振替機構 

（株式等振替システム） 
発行者（委託者） 受益者名簿管理人 備考 

S-1 の正午まで 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

S 

    ②移行申請書、振替口座

簿記録データ及び振替受

入簿データの提出方法

は、Target 保振サイト。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S+1 

（3:00～20:00） 

     

                                   機構システム 機構システム外 

参考 18 

⑩帳表ファイル 
⑩口座処理結果ファイル 

⑩口座処理結果ファイル 

 ⑨処理結果ファイル 

の作成 

 (7:00～20:00) 

 

①日程調整・移行申請 

連絡票の提出 

③提出書類等明細書及び受

益証券の提出 

⑧移行済受益証券の搬送 

②移行申請書、振替口座簿記

録データ及び振替受入簿デー

タの提出 

⑤振替受入簿への記録 

④精査 

⑦新規記録済通知 
⑥振替口座簿への記録 

（15:30） 

⑦新規記録済通知 

⑦新規記録済通知 
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